
事業名 水産振興施設維持管理費（山手施設）

ハード

整理番号 22-7

課名 水産農林課

事務事業名 水産振興施設維持管理費（山手施設） 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計

基本目標 Ⅰ にぎわいと活力ある産業が展開するまち 款 6 項 3 目 2

政策 1 活力ある産業のまちづくり

施策 (2) ・ イ 産業の振興 ・ 新鮮で安全な魚を供給する水産業の振興

基本事業 ① 生産基盤の整備

重点施策 総合的な水産業の振興

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 個別計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 22 年度 事業主体 釜石市

総事業費 9,511 千円 事業地域 新日鉄敷地内（山手）

地域要望 なし

　市

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

11.（6）需用費、修繕料
15　工事請負費

（ただし、地権者である新日本製鐵（株）よりは、22年度撤去を求められている

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　㈱サンロックが生産施設として活用していた新日本製鐵（株）棒線事業部釜石製鐵所構内山手（旧冷水
研施設）は、㈱サンロックの清算をもって使用しない状況となっており、かつ、今後のキャビア・マツカワな
ど特産品開発の事業展開の場所としても活用が見込まれない状況になっている。
　地権者である新日本製鐵（株）からは、同施設の老朽化からの危険性などの観点から施設の撤去を望
まれている。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　同施設の今後の利用が見込まれない中、施設の老朽化の進展及び民間事業所敷地内に未契約状態で
立地している状況であり、地権者の要望に沿って同施設の撤去を図り、更地返還したい。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　市発注による撤去工事
　　H21年度　配管の撤去作業　1,180千円
　　H22年度　施設の解体撤去　8,331千円

22年度事業費積算根拠

解体工事一式　8,331千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

　地権者への土地の返還（賃貸借契約は未締結）が図られ、老朽化施設による危険性の排除及び民間事
業展開への阻害要因を廃することができる　　　　老朽施設箇所数1→０

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

　直接的な施策実現には結びつかないが、デメリット削減になる　　　危険度100％→0

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 水産振興施設維持管理費（山手施設）

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.1 0.1 0.0 人

707 707 0 0 0 千円

④事業費 1,180 8,331 0 0 0 千円

千円

県 千円

地方債 0 千円

その他 千円

一般財源 1,180 8,331 千円

1,887 9,038 0 0 0 千円

⑥受益者数 250 250 人 （新日鐵釜石従業員数による）

7.5 36.1    千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか

②目標値
1 1 0

箇所

市民ニーズに合っているか ○

③実績値
0 1

成果は高いか ○
0

  #DIV/0!   
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

     

危険度の軽減率
他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
100 100 1

％
税収増につながっているか

⑦実績値
100 100 0

市民所得の向上に寄与しているか

100% 100%    
％ 受益者が一部に偏っていないか

     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

老朽施設の箇所数　1箇所

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

地権者との協議においては、事
業実施時期の延期及び事業費
の削減について協議を重ねてき
ている

平成21年度事業部分について
は、一部配管の撤去を実施しな
い方向で調整し、事業費の削減
に努めている

同施設の設置そのものが、第3
セクター会社による新規水産
物研究を目途として実施され
たものであり、これを引き継い
だ同じく第3セクターによる養殖
事業会社もいわば協働の視点
に立つと考える。これら会社が
清算手続等を行う中で、これら
施設の撤去を実施しないこと
は協働の視点に反し、責任を
果たさない結果となり市が進
める協働が空論であると認識
させる結果となり得る

当施設は、平成元年に建設しており
、20年以上も経過していることから、
老朽化による破損が激しく、危険度も
増していることから早急な撤去が望
まれており、危険リスクの低減は、管
理者としての市の責任であり、重要な
課題である

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

　施設の老朽化による破損が激
しく危険な状態にあることなど、
当該事業の必要性は認めるも
のの、平田地区、中番庫地区の
施設とあわせて撤去・解体の時
期及び事業費など再検討のこと
。

　危険な状態にあるなど撤去の
必要性は理解するものの、他地
区の施設とあわせ、解体後の今
後の活用など地権者と十分に
協議・検討すること。このような
ことから「Ｃ」評価とする。

　解体後の今後の活用など地権
者と十分に協議・検討すること。
　必要性は認めるものの、平田
地区、中番庫地区の施設とあわ
せて撤去・解体の時期及び事業
費など再検討のこと。

　地権者と十分に協議・検討す
ること。



事業名 桑の浜漁港漁村再生交付金事業

ハード

整理番号 24-4

課名 水産農林課

事務事業名 桑の浜漁港漁村再生交付金事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅰ にぎわいと活力ある産業が展開するまち 款 5 項 3 目 5

政策 1 活力ある産業のまちづくり

施策 (2) ・ イ 産業の振興 ・ 新鮮で安全な魚を供給する水産業の振興

基本事業 ② 水産物の生産拡大

重点施策 総合ｒ的な水産業の振興

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 個別計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 24 年度 ～ 平成 27 年度 事業主体 釜石市

総事業費 266,300 千円 事業地域 釜石市箱崎町桑の浜地区漁民

地域要望 要望あり

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

15工事請負費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

当漁港は、養殖漁業である、ホタテ・ワカメ等が主流である。
係留施設並びに漁港施設用地の不足が顕在しているため、陸揚げ作業並びに、漁獲物の処理、加工
作業に支障をきたし、漁業作業の効率化を阻害している。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

係留施設、漁港施設用地を整備することにより、ワカメ、ホタテの養殖物の陸揚、荷捌き作業の効率化
を図り、安全係船岸率を54％から67％に向上させ、安全かつ快適な漁業地域の形成を図る。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

H24年度　-2m物揚場L=35.0m       42,000千円
　　　　　　 護岸L=32.0m　　　　　       19,200千円
               用地A=550㎡                    4,675千円
                                                      65,875千円
  
H25年度　－2m物揚場L=25.0m　   30,000千円
　　　　　　　護岸L=23.0m　　　　　 　  11,500千円
　　　　　　　用地A=1,050㎡　     　　    8,925千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  50,425千円

H26年度　東防波堤改良L=30.0m    75,000千円

H27年度　東防波堤改良L=30.0m    75,000千円

22年度事業費積算根拠

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

釜石市桑の浜町漁民
受益者数88人

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

安全係船岸充足率の向上が図られ、養殖作業の陸揚げ等漁業活動の安全性、利便性が確保される。
また、漁業活動の効率化が図られ、漁業者の安定収入が期待され、担い手支援にもなる。

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

水産基盤整備事業は「安全かつ快適な漁業活動の支援」を自主的に行われているが、漁港整備によ
り、安全性の向上、高齢化する漁業者、若年漁業者にも配慮した漁業活動が出来る。

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 桑の浜漁港漁村再生交付金事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.5 2.0 人

0 0 0 3,538 14,152 千円

④事業費 0 0 0 65,875 266,300 千円

千円

県 32,937 133,150 千円

地方債 29,600 119,835 千円

その他 千円

一般財源 3,338 13,315 千円

0 0 0 69,413 280,452 千円

⑥受益者数 88 352 人

  788.7 796.7 千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか

②目標値
係船充足率 係船充足率 係船充足率 係船充足率 係船充足率

％

市民ニーズに合っているか
67 67

③実績値 成果は高いか ○
54 54 54 54 54

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

81% 81% 81% 81% 81%

他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
分

税収増につながっているか
30 30 30 30 30

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか ○
50 50 50 50 50
     

％ 受益者が一部に偏っていないか
83% 83% 83% 83% 83%

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

漁港漁場整備開発法(1/2)

財対策債(45％)

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

係船岸充足率の向上が図し、養殖作業の陸揚げ等漁業活動の安全性、
 利便性が確保される。     

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

養殖作業の陸揚げ等漁業活動の利便性が確保される。

陸揚げ時間の短縮

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

-2m物揚場L=90.0mの計画とし
ておりましたが、L=60mに削減
し、事業費の削減を図った。

-2m物揚場L=30.0m削減
事業費36,000千円の削減

漁協及び漁民との懇談会
開催し協議を行い、計画
の削減について理解して
頂いた。

当漁港は、ワカメホタテ、コンブ等
の海面養殖漁業が主流であるが、
アワビ、ウニ等の漁期には他漁港
からの漁船も利用することもあり、
漁港施設用地が不足しており、漁
業作業に支障をきたしていることか
ら、本事業の実施が望ましい。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

　事業の必要性は認めるものの
、緊急性・優先性が低いことか
ら実施しない。

　現時点において緊急性・優先
性が低いことから「Ｃ」評価とす
る。実施年度が平成24年度であ
ることから、事業内容及び事業
費など十分に検討すること。

　実施年度が平成24年度である
ことから、事業内容及び事業費
など十分に検討すること。

　事業内容など関係機関と協議
しながら事業費の圧縮に努める
こと。



事業名 平田漁港漁村再生交付金事業

ハード

整理番号 24-5

課名 水産農林課

事務事業名 平田漁港漁村再生交付金事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅰ にぎわいと活力ある産業が展開するまち 款 5 項 3 目 5

政策 1 活力ある産業のまちづくり

施策 (2) ・ イ 産業の振興 ・ 新鮮で安全な魚を供給する水産業の振興

基本事業 ② 水産物の生産拡大

重点施策 総合的な水産業の振興

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 個別計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 24 年度 ～ 平成 26 年度 事業主体 釜石市

総事業費 169,100 千円 事業地域 釜石市大字平田町地区漁民

地域要望 要望あり

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

15工事請負費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

当漁港は、養殖漁業である、ホタテ・ワカメ等が主流となってきており、安定的に生産向上を図るため、
臨港道路が必要となってきている。現在利用されている道路は、民間の用地を使用しているため、未
舗装であり狭く利用効率が悪い。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

臨港道路を整備することにより、ホタテ・ワカメの養殖物の陸揚及び、流通機能の充実を図られ、漁業
活動の利便性か図れる。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

H24年度　臨港道路　L=300.0m×230千円=69,000千円
             用地買収  A=1,320㎡×6,000/1㎡=7,920千円
                                                          76,920千円

H25年度　臨港道路　L=210.0m×230千円=48,300千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

H26年度　臨港道路　L=200.0m×160千円=32,000千円
             用地舗装  A=5,400㎡×2,200/1㎡=11,880千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　43,880千円

22年度事業費積算根拠

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

釜石市大字平田地区漁民
受益者数381人

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

臨港道路が整備されることにより、ホタテ・ワカメの養殖物の陸揚及び、流通機能の改善が図られ、漁業
活動の利便性が図られる。

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

水産基盤整備事業は｢安全かつ快適な漁業活動の支援｣を目的として行われているが、漁港整備によ
り、安全性の向上、高齢化する漁業者、若年漁業者にも配慮した漁業活動ができ､漁業者の所得向上
にもつながる。

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 平田漁港漁村再生交付金事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.5 1.5 人

0 0 0 3,538 10,614 千円

④事業費 0 0 0 76,920 169,100 千円

千円

県 38,460 84,550 千円

地方債 34,600 83,705 千円

その他 千円

一般財源 3,860 8,455 千円

0 0 0 80,458 179,714 千円

⑥受益者数 381 1,143 人

  211.1 157.2 千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

m

市民ニーズに合っているか
710m

③実績値 成果は高いか ○
300m

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

    

他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
分

税収増につながっているか

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか ○

     
％ 受益者が一部に偏っていないか

    50%

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×② 平成24年度工事着手

財
源
内
訳

国

漁港漁場整備開発法(1/2)

財源対策債(45％)

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

漁港施設の整備を行うことにより、漁業活動の利便性が図られる。

臨港道路施工延長

④目標達成率③/②
42％

⑤最終的
成果指標

漁港施設の整備を行うことにより、漁業活動の効率化が図られる、漁
業者の安定収入にもつながり、高齢化、ならびに若年者に対する支援
対策にもつながる。

陸揚げ時間の短縮

20分 20分

40分

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

平田作業基地(石積場)の売り
払いの協議が国土交通省より
あり、平成20年1月31日売買が
成立し平成20年2月20日に所
有権移転が行わ、平田漁港の
当初の計画は護岸L=100m、
用地A=3,860㎡、臨港道路
L=480mの予定でありましたが
、護岸、用地の計画を省略し、
臨港道路だけの整備となった。

当初計画
護岸L=100m
用地A=3,860㎡
臨港道路L=450m
用地買収A=1,320㎡
(臨港道路用地)
事業費　227,920千円
　　　　　　　↓
計画変更後
臨港道路L=710m
用地買収A=1,320㎡
事業費169,100千円
　　　　　　　↓
　　　　事業費の削減

釜石湾漁業協同組合、漁
業者と懇談会を開催し、漁
港の有効利用について協
議をおこなった。

当漁港は、ワカメ、コンブ、ホタテ等
の海面養殖漁業また、サケ、スルメ
イカ等の定置漁業が営まれており、
定置漁業の網干し場や網製作・修
理場てある漁具保管修理施設が不
足していることから、本事業の実施
が望ましい。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

　事業の必要性は認めるものの
、緊急性・優先性が低いことか
ら実施しない。

　現時点において緊急性・優先
性が低いことから「Ｃ」評価とす
る。実施年度が平成24年度であ
ることから、事業内容及び事業
費など十分に検討すること。

　実施年度が平成24年度である
ことから、事業内容及び事業費
など十分に検討すること。

　事業内容など関係機関と協議
しながら事業費の圧縮に努める
こと。



事業名 箱崎漁港県単漁港改良事業

ハード

整理番号 24-12

課名 水産農林課

事務事業名 箱崎漁港県単漁港改良事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅰ にぎわいと活力ある産業が展開するまち 款 6 項 3 目 5

政策 1 活力ある産業のまちづくり

施策 (2) ・ イ 産業の振興 ・ 新鮮で安全な魚を供給する水産業の振興

基本事業 ② 水産物の生産拡大

重点施策 総合的な水産業の振興

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 個別計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 24 年度 ～ 平成 25 年度 事業主体 岩手県

総事業費 800 千円 事業地域 釜石市箱崎町地区住民

地域要望 要望あり

野積場用地の舗装を行い、就労環境の改善と防塵対策を行い高鮮度・高品質の出荷体制を確立する。

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

19
01負担金補助および交付金

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

漁港施設等に対するニ－ズの変化や消費者の食の安全に対する視線が厳しくなっていることを踏ま
え、漁業者の就労環境改善を図るとともに、高鮮度・高品質な出荷体制を確立する。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

H24年度　用地舗装600㎡
H25年度　用地舗装600㎡ 22年度事業費積算根拠

全体事業費の10％負担

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

箱崎漁港の地区住民
受益者数
1,109人

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

水産物生産コストの削減効果

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

本地区は、ワカメ・ホタテ等の海面養殖業が主体として営まれているが、厳しい就労環境を余儀なくされ
ている。また、近年消費者の食の安全に対する視線が厳しくなっていることかを踏まえ、高鮮度・高品質
の保持が求められている。本事業により、安全で安心水産物を供給できる体制を構築するとともに、就
労環境の改善を図ることで、担い手支援を可能とし、安全で快適な漁業地域の形成を図るものである。

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 箱崎漁港県単漁港改良事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.1 0.2 人

0 0 0 707 1,415 千円

④事業費 0 0 0 40 80 千円

千円

県 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 40 80 千円

0 0 0 747 1,495 千円

⑥受益者数 1,109 2,218 人

  0.6 0.6 千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

㎡

市民ニーズに合っているか

③実績値 成果は高いか ○

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

50%

他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
分

税収増につながっているか

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか ○

   
％ 受益者が一部に偏っていないか

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

市負担金10％

財
源
内
訳

国

漁港整備事業債90％

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

水産物生産生産コストの削減
漁業労働者の就労環境改善効果

野積み場舗装面積

1,200㎡

600㎡

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

漁業労働者の就労環境の改善を図る。

労働時間の短縮

30分 30分 30分 30分 30分

60分 60分 60分 60分 45分

⑧目標達成率⑦/⑥
50％ 50％ 50％ 50％ 66％

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

既存施設の舗装を行い、漁業
活動の効率化及び、利用者の
安全性を図り、漁業者の就労
環境の整備を行い人件費の削
減を図る。

現在の野積場は未舗装であり、
 労働時間の削減を図る。

現在の野積場は、未舗装
であるため、作業の効率
が悪いため、漁協・漁業者
で協議を進めた。

漁港内の施設整備は殆ど出来上が
り、現在は漁業者の就労環境が叫
ばれている中での本事業の推進は
必要である。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

　事業の必要性は認めるものの
、緊急性・優先性が低いことか
ら実施しない。

　現時点において緊急性・優先
性が低いことから「Ｃ」評価とす
る。実施年度が平成24年度であ
ることから、事業内容及び事業
費など十分に検討すること。

　実施年度が平成24年度である
ことから、事業内容及び事業費
など十分に検討すること。

　事業内容など関係機関と協議
しながら事業費の圧縮に努める
こと。



事業名 農林業施設改修事業

ハード

整理番号 22-4

課名 水産農林課

事務事業名 農林業施設改修事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅰ にぎわいと活力ある産業が展開するまち 款 6 項 1 目 3

政策 1 活力ある産業のまちづくり

施策 (2) ・ ウ 産業の振興 ・ 豊かな暮らしを支える農林業の振興

基本事業 ③ 農業農村の多面的な活用

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 個別計画 釜石市耐震改修促進計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 22 年度 事業主体 釜石市

総事業費 9,834 千円 事業地域 市全域

地域要望

各農林業施設利用者及び地域住民

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

13.委託料
15.工事請負費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　当課が所管する農林業施設は、橋野多目的集会施設以外は非耐震化施設であることから、大地震の際
は避難場所として利用できず、早急に耐震化を行い、地域住民の安全を確保しなければならない。
　栗橋基幹集落センターは農業集落排水事業の処理区域になったことから、早急に下水道に接続するこ
とが求められている。（釜石市農業集落排水処理施設条例第5条、供用開始から3年以内に接続しなけれ
ばならない。）

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　「釜石市耐震改修促進計画」の定めにより、橋野多目的集会施設以外は非耐震化施設であることから、
計画に基づき耐震化を進め、地域住民の避難場所として安全を確保する。
　栗橋地区基幹集落センターの水洗化を率先して行うことで、地域住民への水洗化をＰＲし、普及率を高
める。
　以上の対策により、各施設が地域コミュニティの形成の拠点として位置付、住民参画意欲の向上を図る
。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　平成２２年度
・耐震化診断（唐丹、甲子、栗橋）
・耐震化工事（本郷）
・栗橋地区基幹集落センター水洗化工事

平成２３年度
・耐震化工事
　　診断結果による

22年度事業費積算根拠

耐震化診断
・唐丹林業C　295㎡×2,000円=590千円
・甲子林業C　469㎡×2,000円=938千円
・栗橋基幹C  470㎡×2,000円=940千円
耐震化工事
・本郷地区生活改善センター　2,500千円
水洗化工事
・栗橋地区基幹集落センター水洗化工事
　　　　　　　　　　　　　　　　     　　4,866千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

耐震化工事により、地域住民の避難場所として安全が確保され、利用することが出来る。
栗橋地区基幹集落センターの水洗化により施設利用者の利便性が高まる。

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

　耐震化により、安全な避難施設として活用でき、地域住民の安全を確保することができる。
　各施設の利用環境が向上し、利用者がより安全快適な環境にて利用できる状態となり、コニュニティ活
動に好影響を及ぼす。

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 農林業施設改修事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.1 0.1 人

0 707 0 0 707 千円

④事業費 9,834 9,834 0 0 9,834 千円

0 千円

県 千円

地方債 2,200 2,200 千円 防災対策事業債

その他 0 千円

一般財源 7,634 7,634 千円

9,834 10,541 0 0 10,541 千円

⑥受益者数 4,200 人

2.5    千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値
4 4

市民ニーズに合っているか ○
1 1

③実績値
1

成果は高いか ○
0

25%     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

     

農林業施設利用者数
他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
12000 12000 12000 12000

人
税収増につながっているか ○

⑦実績値
10868

市民所得の向上に寄与しているか ○

91%     
％ 受益者が一部に偏っていないか ○

     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

未診断施設の耐震化工事費は除
く

⑤コスト③+④

本郷、桜峠、大曽根、栗林、橋野、
甲子7-9、大石、向

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

耐震化診断件数（耐震化工事数）
水洗化施設数

箇所
件数

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　地域住民にとって、避難場所
として安全でなければならない
ことから、早急に耐震化を進め
るものである。

　耐震化診断の結果により、耐
震化工事を年次計画で実施す
ることとする

　農林業施設の運営管理
ははH18から指定管理者
制度を導入している。

　当課が所管する施設は、避難施設
に指定されていることから、地域住民
に安心して利用していただくためにも
、早急に改修する必要がある。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

　安全確保の観点から事業の必
要性は認めるものの年次計画
により実施するなど、事業内容
及び事業費について再検討の
こと。

 優先順位の観点から実施しな
いとする。

　年次計画により実施するなど
、事業内容及び事業費について
再検討のこと。

　事業の必要性は認めるものの
、年次計画により実施するなど
、事業内容及び事業費について
再検討のこと。



事業名 個店店舗力向上事業

ソフト

整理番号 22-13

課名 商工労政課

事務事業名 個店店舗力向上事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅰ にぎわいと活力ある産業が展開するまち 款 7 項 1 目 2

政策 1 活力ある産業のまちづくり

施策 (2) ・ エ 産業の振興 ・ まちのにぎわいを創る商業の振興

基本事業 ① 経営の強化

重点施策 中心市街地の活性化

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ にぎわい 個別計画

市長マニフェスト まちなか交流人口を増やす

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 24 年度 事業主体 釜石市

総事業費 4,500 千円 事業地域 市内

地域要望 なし

市内商業・サービス事業者

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

19負担金補助及び交付金

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　昨年末からの景気の悪化に伴い、消費者の消費抑制が強まっており、市内商業・サービス事業者の
売り上げは減少の一途をたどっており、廃業・閉店するお店も出てきている。
　また、チェーンストア化の波やネット販売・通販といった現代の経営環境の変化に対応できるような
変革が各店舗には求められている。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　既存店舗の「課題の見極め」、「業績のアップ」、「経営の向上」を図るため、釜石商工会議所と連携し、
商業・サービス業の事業者に店舗力向上計画書を作成していただき、審査委員会の承認を受けた事業者
に対して、計画内容に応じた事業費の補助を行うことにより、個店の経営基盤の強化を図る。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

店舗力向上計画の承認を受けた事業者に対して、計画
内容に応じた事業費の補助を行う。 22年度事業費積算根拠

店舗力向上補助3件
　1,500千円＝3件×500千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

個店の経営力の強化が図られ、継続的な店舗経営が可能となり、空き店舗の増加を抑制できる。

（商店街空き店舗数　H19：189　H20：189　H21：189　H22：189　H23：189　H24：189
空き店舗を増加させない）

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

各個店の店舗力が向上することにより、商店街としての回遊性が高まり通行量が増加しにぎわいのある
商店街が形成される。

（中心市街地歩行者通行量を年間1％増加させる　　H20：9,058　H21：9,148　H22：9,240　H23：9,332
H24：9,425）

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 個店店舗力向上事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.1 0.1 0.1 0.3 人

0 707 707 707 2,122 千円

④事業費 1,500 1,500 1,500 4,500 千円

千円

県 千円

地方債 0 千円

その他 千円

一般財源 1,500 1,500 1,500 4,500 千円

0 2,207 2,207 2,207 6,622 千円

⑥受益者数 3 3 3 9 人

735.6 735.6 735.6 735.7 千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

件

市民ニーズに合っているか ○
138 138 138 138 138

③実績値 成果は高いか ○
138

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

100%     

他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか

⑥目標値
人

税収増につながっているか ○
9058 9148 9240 9332 9425

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか ○
9058

     
％ 受益者が一部に偏っていないか

100%     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

空き店舗数

　釜石市商店街別空き店舗数調べ
　（H18：件141、H19：138件）

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

中心市街地歩行者通行量

　釜石市商店街通行量調査
　（H16：9847人　H18：10494人）　

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

最近の景気状況から、新たな
店舗の開業は難しくなり、反対に
廃業・閉店する店舗の増加が
懸念されており、今後新規開業
の助成事業だけでなく、既存店
舗の助成が必要となってきて
いることから、既存店舗の店舗
力（経営力）の向上を図る事業を
実施する

店舗経営者に店舗力向上計画
を作成してもらうことで、現在の
店舗の課題の見直しを行い
売り上げの向上を図る。

計画の作成には、商工会
議所と連携し経営指導を行
いながら作成し、事業終了
後の経営指導も行っていく。

市内小規模店舗にあっては、売り上
げが激減しており、売り上げを向上
させるための店舗改装、顧客管理の
システム導入、、新たな販売促進の
取り組みなど、新規事業展開を行う
資金が不足している状況にある。
このような状況の中では、廃業・閉
店する店舗が増加する恐れがあり、
既存店舗の新たな事業展開による
売り上げの向上を支援する制度が
早急に必要である。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

　中心市街地活性化及び商業
振興の観点から当該事業の必
要性は認めるものの、類似事業
との連携・統合など、より効果的
な取り組みになるよう、事業内
容を再検討のこと。

　ウルトラＤ釜石事業と統合する
など店舗力を高めるための効果
的な事業とすること。事業内容
を再検討することとし、当該年度
は「Ｃ」評価とする。

　ウルトラD釜石事業との統合な
どより効果的な取り組みになる
よう、事業内容を再検討のこと。

　効果的な事業について再検討
のこと。



事業名 伝統芸能「釜石虎舞」全国発信事業

ソフト

整理番号 ２２－２

課名 観光交流課

事務事業名 伝統芸能「釜石虎舞」全国発信事業 新規・継続 継続

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅰ にぎわいと活力ある産業が展開するまち 款 7 項 1 目 3

政策 2 にぎわいのあるまちづくり

施策 (1) ・ ア 交流人口の創出 ・ 地域の資源を生かす観光の振興

基本事業 ① 観光資源の発掘と有効活用

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ にぎわい 個別計画 観光振興ビジョン

市長マニフェスト 交流人口を増やす

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 24 年度 事業主体 各イベント実行委員会

総事業費 1,860 千円 事業地域 市内各所（中心市街地）

地域要望

観光客、市民

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

19.負担金補助及び交付金

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　虎舞は、市内各地域で14団体が活動している当市を代表する郷土芸能であるが、観光PRの素材として
うまく生かしきれていない状況にある。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　寅年を契機として、観光PRの場での虎舞の積極的な活用などにより、釜石イコール虎舞というイメージ
の定着を図り、賑わいづくりに欠かせない観光素材のひとつとする。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

首都圏等の観光イベントへの派遣
市内イベントでの活用
PRチラシによる周知

22年度事業費積算根拠

謝礼等報償費　940千円
派遣旅費　650千円
Prチラシ印刷等　170千円
配送費等　100千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

　釜石イコール虎舞というイメージが定着することによって、海などとともに虎舞を前面に出すことで、より
効果的な観光PRが可能となる。

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

　虎舞のイメージ定着により効果的なPRを展開することで、より多くの観光客を呼び込むことができ、交流
人口が拡大するほか、消費効果も生まれる。

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 伝統芸能「釜石虎舞」全国発信事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.1 0.1 0.1 0.1 0.4 人

707 707 707 707 2,830 千円

④事業費 1,000 1,860 850 850 2,700 千円

0 千円

県 0 千円

地方債 0 千円

その他 1,860 千円

一般財源 1,000 850 850 2,700 千円

1,707 2,567 1,557 1,557 5,530 千円

⑥受益者数 40,000 40,000 40,000 40,000 160,000 人

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

回

市民ニーズに合っているか ○
3 5 7 7 7

③実績値 成果は高いか ○
3

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

100%     

観光客入込み数

他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか

⑥目標値
千人

税収増につながっているか ○
960 980 1,000 1,050 1,100

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか ○
936
     

％ 受益者が一部に偏っていないか ○
98%     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

活力ある地域づくり支援事業（地域活
性化センター：募集時期12月）

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標 虎舞を活用した観光PR

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　釜石を代表する郷土芸能であ
る虎舞を、寅年を契機に広く発
信することでイメージの定着を
図り、観光情報発信の素材とし
て活用していく。

　寅年にあたり虎舞の活用を図
るものであるが、将来的には行
政からの依頼ではなく、団体の
自主的な活動により虎舞を発信
できるように進めていく。

　各虎舞団体を束ねる連
合会に対し、自主的なイベ
ント等の企画、運営ができ
るよう促していく。

　当市の郷土芸能である「虎舞」は、
全国的にも知られており、さらに郷土
芸能を生かし交流人口の拡大を図り
、「見る、食べる、買う、遊ぶ」を満喫
できる釜石を構築する。
　この事業は、寅年である22年度に
限定するものではなく、毎年、同時期
の開催を前提として進めることから、
郷土芸能の継承にもつなげていきた
い。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

　釜石の魅力ある地域資源を情
報発信するなど「にぎわい」創出
の観点から当該事業の必要性
は認めるものの、市全体での観
光交流施策の優先度等総合的
に判断し、実施しない。

寅年のせっかくの機会を活用す
べきであるが、集客性のある内
容として行うなど実施内容を工
夫する必要がある。

　市全体での観光交流施策の
優先度等総合的に判断し、実施
しない。
　事業内容を再検討すること。

　効果的な取り組みについて検
討のこと。



事業名 大橋さわやかトイレ駐車場外周木柵等修繕工事

ハード

整理番号 ２２－２

課名 観光交流課

事務事業名 大橋さわやかトイレ駐車場外周木柵等修繕工事 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅰ にぎわいと活力ある産業が展開するまち 款 7 項 1 目 3

政策 2 にぎわいのあるまちづくり

施策 (1) ・ ア 交流人口の創出 ・ 地域の資源を生かす観光の振興

基本事業 ② 観光客受け入れ態勢の強化

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ にぎわい 個別計画 観光振興ビジョン

市長マニフェスト

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 22 年度 事業主体 釜石市

総事業費 4,155 千円 事業地域 甲子地区

地域要望

　外周木柵及びインバート枡を修繕することにより、利用者が安心して使える施設とする。

観光客、市民などの施設利用者

　危険箇所が改善され、利用者の安全が確保される。

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

15.工事請負費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　大橋さわやかトイレの周辺には、近代化産業遺産群のリストに掲載されたスポットがあるほか、旧釜石
鉱山事務所の資料公開により大橋を訪れる方が増えると予想されるが、大橋さわやかトイレの外周木柵
は施設整備から13年が経過し、ほとんどが腐って一部は柵がない状況となっている。柵の外側の川原と
は落差があるため、このままの状態は危険である。 
　また、j浄化槽の定期点検において、インバート枡の老朽化による詰まりが指摘されている。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

・外周木柵修繕
・インバート枡修繕 22年度事業費積算根拠

外周木柵修繕工事　3,188千円
インバート枡修繕工事　967千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

　安全を確保することにより、施設及び大橋地区のイメージアップが図られるとともに、甲子川流域への拡
大を検討しているグリーン・ツーリズムの拠点としての活用が見込まれる。

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 大橋さわやかトイレ駐車場外周木柵等修繕工事

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.1 0.1 人

0 707 0 0 707 千円

④事業費 0 4,155 0 0 4,155 千円

0 千円

県 0 千円

地方債 0 千円

その他 千円

一般財源 4,155 4,155 千円

0 4,862 0 0 4,862 千円

⑥受益者数 10,000 10,000 人

0.4   0.4 千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか

税金投入がふさわしいか ○

②目標値 市民ニーズに合っているか ○

③実績値 成果は高いか ○

     
％ 成果を上げる工夫をしたか

     

観光客入込み数

他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか

⑥目標値
千人

税収増につながっているか ○
960 980 1,000 1,050 1100

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか ○
936
     

％ 受益者が一部に偏っていないか ○
98%     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　外周木柵の外側の川原とは落
差があり、利用者が誤って落下
する危険を防止するために修繕
が必要である。

　これまでの木柵では、経年劣
化するため、プラスチック擬木の
柵に交換する。

　大橋地域は、旧仙人峠道路や旧仙
人街道、さらには旧釜石鉱山事務所
を中心とした産業遺産等による観光
客（グリーン・ツーリズム体験等含む）
及び歴史的教育で利用される地域と
なっていることから、適切な維持管理
を行いたい。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

　優先プロジェクト「にぎわい」の
観点から当該事業の必要性は
認めるものの、市全体での観光
振興策の優先度など総合的に
判断し、実施しない。

 利用度がこれまでよりも低くな
っており、現状のままで対応して
いくことが望まれる。

 利用度がこれまでよりも低くな
っており、現状のままで対応して
いくことが望まれる。市全体での
観光振興策の優先度など総合
的に判断し、実施しない。

市全体での観光振興策の優先
度など総合的に判断し、実施し
ない。



事業名 シープラザ遊リニューアル事業

ハード

整理番号 ２２－３

課名 観光交流課

事務事業名 シープラザ遊リニューアル事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅰ にぎわいと活力ある産業が展開するまち 款 7 項 1 目 3

政策 2 にぎわいのあるまちづくり

施策 (1) ・ ア 交流人口の創出 ・ 地域の資源を生かす観光の振興

基本事業 ② 観光客受け入れ態勢の強化

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ にぎわい 個別計画 観光振興ビジョン

市長マニフェスト

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 22 年度 事業主体 釜石市

総事業費 40,000 千円 事業地域 釜石地区

地域要望

観光客、市民などの施設利用者

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

19.負担金補助及び交付金

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　シープラザ遊は、天候に左右されずに利用できることから、物産、観光、スポーツ、芸術文化及び民間の
イベントなどで年間を通じて利用されているが、建物の構造が仮設建築物であり、その使用許可期間は1
年間（特例でも2年間）となっている。このため、毎年新規に建築し、期間満了後は撤去するという形で申
請している状況にあるほか、耐用年数（7年）を経過しテント幕の劣化が進んでおり、暴風の際に一部が吹
き飛ばされるなど、危険な状態となっている。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　観光、物産、スポーツなどのイベント会場として使用が可能となるよう、建築基準法に沿った必要な改修
を行い、安心して利用できる施設とする。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　恒久建築物として建築基準法に適合するよう、基礎の補
強と天幕、側幕張替えの改修を行う。
　・基礎部分の補強
　・天幕、側幕を不燃材に交換
　・消防設備の更新

22年度事業費積算根拠

基礎補強工事　6,400千円
天幕張替え　26,200千円
側幕張替え　6,800千円
申請手数料　600千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

　施設をリニューアルすることで恒久的な建築物として施設を適切に運用することができるほか、イベント
などにおいても安全に利用することができ、利用率が向上する。

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

　イベント会場としての利用が増加することで、釜石物産センターやサン・フィッシュ釜石を訪れる人が増え
ることが期待でき、相乗効果によって賑わいが創出される。

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 シープラザ遊リニューアル事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.1 0.1 人

0 707 0 0 707 千円

④事業費 0 40,000 0 0 40,000 千円

0 千円

県 0 千円

地方債 0 千円

その他 千円

一般財源 40,000 40,000 千円

0 40,707 0 0 40,707 千円

⑥受益者数 40,000 40,000 人

1.0   1.0 千円

現状 単位 項　　　　　　目

シープラザ遊利用日数

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

日

市民ニーズに合っているか ○
90 100 110 120 120

③実績値 成果は高いか ○
95

     
％ 成果を上げる工夫をしたか

106%     

釜石物産センター入館者数

他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか

⑥目標値
千人

税収増につながっているか ○
390 395 400 405 405

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか ○
359
     

％ 受益者が一部に偏っていないか ○
92%     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　シープラザ遊は、建築基準法
上仮設となっているため、恒久
的な建築物とするよう対策が必
要である。この施設は、市内唯
一の多目的に活用できる施設で
、避難場所にも指定されている
ことから、改修を行い安全に利
用できるようにする。

　新築することも考えられるが、
費用が膨大になる。骨組みの強
度は十分であることから、必要
最小限の改修にし、経費の節減
を図る。

　四季を通じた味覚まつり
など、シープラザ遊で開催
されるイベントでは、農林
水産業の生産者、加工業
者、物産業者などの参加
が広がっており、活動の場
としても施設の整備が必要
である。

　シープラザ遊は、設置当初から仮
設として定期的に申請を行い使用し
てきたが、天幕の張替え及び本体構
造の改良により「仮設構造物」から「
恒久的構造物」に変更することによっ
て、さらなる利用拡大が図られる。同
施設の利用は年々増加傾向にあるこ
とから、事業の実施を進めていきた
い。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

　当該事業の必要性は認めるも
のの、市全体での観光振興策
の優先度など総合的に判断し、
実施しない。

 厳しい財政状況を考慮するとと
もに、現在の利用率をふまえる
と現状での対応が望まれる。

　当該事業の必要性は認める
が、現在の利用率をふまえると
現状での対応が望まれる。

　現在の利用率を踏まえ、市全
体での観光振興策等総合的に
判断し実施しない。



事業名 鉄の歴史館展示更新事業

ハード

整理番号 ２２－１

課名 観光交流課

事務事業名 鉄の歴史館展示更新事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅰ にぎわいと活力ある産業が展開するまち 款 7 項 1 目 3

政策 2 にぎわいのあるまちづくり

施策 (1) ・ ア 交流人口の創出 ・ 地域の資源を生かす観光の振興

基本事業 ③ 観光情報の受発信の強化

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ にぎわい 個別計画 観光振興ビジョン

市長マニフェスト

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 24 年度 事業主体 釜石市

総事業費 4,590 千円 事業地域 釜石地区

地域要望

　パネル、映像ソフト等の更新

観光客、市民などの施設利用者

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

13.委託料

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　現代のコーナーの展示は、開館以来更新されておらず内容が現在の技術に合わないものとなっていた。
平成21年度に更新を行い、今は現在の技術等を紹介する内容となったが、今後の新たな技術の紹介など
時代に合わせて展示の更新を行っていく必要がある。
　また、歴史の展示においても、新たな史料を加えていくなど来館者に飽きられない方策を講じる必要が
ある。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　現代のコーナーは、日々進歩する技術革新を反映させ、また、その他のコーナーも展示品や映像を定期
的に更新し、何度来ても楽しめる施設とする。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

22年度事業費積算根拠

磁鉄鉱展示用ステージ作製　250千円
磁鉄鉱移設　350千円
Dゾーンパネル更新　950千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

　展示内容を定期的に更新することで施設の魅力を増大させ、何度でも足を運んでもらったり、ツアーに組
み込んでもらうことが可能となる。

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

　入館者が増えることで交流人口が増加し、他の観光施設との相乗効果による賑わい創出と市内経済へ
の波及効果が生まれる。

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 鉄の歴史館展示更新事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.4 0.1 0.1 0.1 0.7 人

2,830 707 707 707 4,953 千円

④事業費 24,179 1,550 1,540 1,500 28,769 千円

0 千円

県 0 千円

地方債 16,800 16,800 千円

その他 千円

一般財源 7,379 1,550 1,540 1,500 11,969 千円

27,009 2,257 2,247 2,207 33,722 千円

⑥受益者数 21,450 22,000 22,500 23,000 88,950 人

1.2 0.1 0.0 0.0 0.3 千円

現状 単位 項　　　　　　目

入館者数

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

人

市民ニーズに合っているか
24,095 21,450 22,000 22,500 23,000

③実績値 成果は高いか ○
21,450

     
％ 成果を上げる工夫をしたか

89%     

観光客入込み数

他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか

⑥目標値
千人

税収増につながっているか ○
960 980 1,000 1,050 1100

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか ○
936
     

％ 受益者が一部に偏っていないか ○
98%     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　長年更新を行わないでいると
、展示内容が陳腐化したり、更
新の際の労力が多大になること
から、定期的な更新により施設
の魅力を高めていく。

　一時的に多額な費用が必要と
なる大規模更新を行わないよう
、定期的に更新を行う。

　20・21年度に設置したリ
ニューアル検討委員会を
継続し、民間の意見を取り
入れた更新を行う。

　鉄の歴史館の一部をリニューアル
したが、検討委員会で検討されたも
のをすべて更新するまでには至らな
かったことから、大規模改修を極力行
わないよう最低限の更新を毎年行う
べきとの検討委員会の意見等も踏ま
え、事業を継続したい。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

　優先プロジェクト「にぎわい」の
観点から当該事業の必要性は
認めるものの、市全体での観光
振興策の優先度など総合的に
判断し、実施しない。

 昨年度リニューアルしており、
時間をおく必要がある。世界遺
産登録にむけた動きもあり、新
たなタイミングをとらえて内容の
充実を図ることが大切である。

　市全体での観光振興策の優
先度など総合的に判断し、実施
しない。世界遺産登録にむけた
動きもあり、新たなタイミングを
とらえて内容の充実を図ること
が大切である。

　市全体での観光振興策の優
先度など総合的に判断し、実施
しない。



事業名 釜石学童育成クラブ施設整備事業

ハード

整理番号 22-1

課名 地域福祉課

事務事業名 釜石学童育成クラブ施設整備事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 項 目

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (2) ・ イ 福祉サービスの充実 ・ 子どもを健やかに育む環境づくり

基本事業 ① 安心して子育てができる環境の整備

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 個別計画

市長マニフェスト 子育てと仕事の両立支援を行う

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 22 年度 事業主体 釜石市

総事業費 18,643 千円 事業地域 釜石地区

地域要望

・利用児童、保護者、地域住民、学校関係者

・子育てと仕事の両立を支援するまち、安心して子育てができる環境づくりを行うまちが実現できる。

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

12　役務費　（4）手数料

15　工事請負費

民家を借用した現クラブ室は、手狭なことに加えて老朽化が著しく、児童の安全確保に不安の声があがっ
ている。また、毎年かかる施設の修繕費が運営の負担になっている。

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

・釜石学童育成クラブはＨ15.7.1開設。明法幼稚園が市の委託によらず独自に運営してきた「めいほう幼
稚園学童クラブ教室」を引き継ぐ形で、父母会によって同幼稚園内に設立された。
・その後、明法幼稚園の閉園に伴い、クラブ室をまちかど情報館ぴぽぱ2Ｆに移転したものの、アスベスト
問題に対応する必要が生じたことから、急遽、現在の民家を借用して運営することになった。
・借用している民家は手狭で、老朽化も著しい。トイレも1基しかなく、水周りの設備も脆弱で、夏は暑く、冬
は寒い。放課後児童が安心して過ごせる保育環境には程遠い状態である。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

・保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校等に通う子どもたちに、遊びや生活の場を提供し、その
健全な育成を図るとともに、保護者が安心して子育てと仕事の両立ができるまちを実現させたい。
・登録児童が減少している近年の状況を踏まえ、ハード面での安定した運営基盤を獲得することで、現在
施設の脆弱さを理由に利用を控えている児童の入所を可能にするなど、釜石小学校区における放課後児
童の保育環境を改善したい。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

・東部地区商店街にある空き店舗を改装し、放課後児童ク
ラブ室（専用室）として適切な空間の確保と、快適な放課後
を過ごせるための設備環境を整える。

22年度事業費積算根拠

・手数料　30,000円
　　建築確認手数料　14,000円
　　完成検査手数料　16,000円
・工事請負費　18,612,090円
　　建築工事　11,299,600円
　　電気設備工事　1,874,600円
　　機械設備工事　2,074,800円
　　浄化槽整備工事　2,476,800円
　　消費税及び地方消費税　886,290円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

・現在のクラブ室に近い場所に位置し、国道の横断も回避できる場所に開設することから、これまで同様
児童の移動も含めて安心安全な放課後が確保される。
・これまでよりも広く、耐震性においても信頼できる環境が整えられ、放課後児童がのびのびと過ごすこと
が出来る。
・児童の見守りを行う、学校関係者や地域住民においても、学校や市の施設の近くにあるという安心感が
ある。
・保護者はこれまで以上に安心して就労でき、子育てと仕事の両立ができる。

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 釜石学童育成クラブ施設整備事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 1.0 1.0 人

0 7,076 0 0 7,076 千円

④事業費 18,643 0 0 18,643 千円

千円

県 千円

地方債 0 千円

その他 千円

一般財源 18,643 18,643 千円

0 25,719 0 0 25,719 千円

⑥受益者数 40 40 人

642.9   642.9 千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値 市民ニーズに合っているか ○
82.5 82.5 82.5

③実績値 成果は高いか ○
39.6 39.6 82.5

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

48% 48% 100%   

他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値 税収増につながっているか

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか ○

     
％ 受益者が一部に偏っていないか ○

     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

1　校舎から学童育成クラブまでの移動距離（校舎玄関～クラブ玄関）
2　利用児童ひとり当たり学習室床面積
　　（目標値1.65㎡×利用児童数）

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

1　子育て支援への関心を高め、関わる、地域住民の増加
2　子育てと仕事の両立を支援するまち、安心して子育てができるまちとい
う市民満足度

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

・整備場所、整備手法の検討（
民家借用、民地、学校敷地内、
学校余裕教室、市施設、児童の
安全、移動経路、費用の比較）

・補助財源の検討（安心こども
基金、児童厚生施設整備費国
庫補助、放課後こどもプラン推
進事業など）

・整備時期（21年度中なのか22
年度なのか）

・釜石小学校には余裕教室が無
く、校庭も狭いことから学校敷地
内での整備は難しいとの判断だ
った。

・施設整備に可能な限り費用を
かけない方法を選択するととも
に、晴天時の子どもの遊び場（
校庭や公園）を近くに確保すると
いう用件を同時に満たした。

・開設当初は父母会による
運営を行っていたが、ぴぽ
ぱへ移転する段階からＮＰ
Ｏ団体が運営を引き継い
だ。

・当地区には商業施設や
公共施設が多数存在する
ものの、放課後児童のクラ
ブ室として安定した基盤を
獲得するには至っていない
。

学童育成クラブは女性の就労や核家
族化が進むにつれ存在意義が高まり
、放課後、子どもたちが安全に過ご
せる場の確保が重要となっている。 
　当該事業は現施設の老朽化が進
み手狭になっているなど生活環境が
良好とはいえない状態ため、児童の
遊び場の確保など設置条件等を考慮
しながら児童の生活環境を改善しよ
うとするもので、早期にその実現に取
り組んでいきたい。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

老朽化が著しく早期の実現の必
要性は感じるが、候補地の再検
討が必要と判断し、今回は実施
しない。

今回は実施しないと評価するが
、事業の必要性を感じることか
ら、場所の検討を早期にすべき
。

候補地の再検討が必要とのこと
から実施しない。

候補地の再検討が必要と判断
し、実施しない。



事業名 旧釜石母子寮解体事業

ハード

整理番号 23-1

課名 地域福祉課

事務事業名 旧釜石母子寮解体事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 3 項 1 目 6

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (2) ・ エ 福祉サービスの充実 ・ 障害者が自立して参加できるまちづくり

基本事業 ① 自立支援と社会参加の促進

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 個別計画 第２次釜石市障害者福祉計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 23 年度 ～ 平成 23 年度 事業主体 釜石市

総事業費 22,300 千円 事業地域 釜石市千鳥町

地域要望 ＮＰＯ法人釜石市身体障害者協議会から建設用地確保の要望あり。

　障がい者の就労支援事業を実施しているＮＰＯ法人釜石市身体障害者協議会

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

15　工事請負費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　釜石市福祉作業所は昭和62年に建設した建物である。当時は作業種目をワカメの加工と製網の２種目としていたが、
採算性の重視と障がいの特性に対応した職種への転換を進め、現在は部品組立、贈答用食品へのシール貼り、カイロ
の箱詰め、キムチの製造、市の文書送達等を作業種目としている。また、建設当時は利用定員を20人としていたが、通
所を希望する障がい者が多いため、現在は35人の利用者がおり、施設が非常に手狭となっている。さらに、車椅子がす
れ違う通路が確保できないこと、トイレが男女共有であること、作業用の机で昼食を摂らなければならないことなど、施設
の改築が必要となっている。旧釜石母子寮跡地を建設用地として希望する理由は、現在よりも広い敷地であること、そし
て、現在の福祉作業所に隣接しているため、建設に対し地域住民の理解が得られやすいためである。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　旧釜石母子寮を解体し、その跡地に釜石市身体障害者協議会が新たに福祉作業所を建設する。新釜
石市福祉作業所の建設により、利用者数の増加に対応した作業スペースの確保、厨房及び食堂の設置
による給食サービスの実施を行い、利用者の利便を図る。また、トイレを男女別に設置し、利用者のプライ
バシーに配慮する。このように施設環境を整えることにより就労意欲が向上し、障がい者の自立した地域
生活が充実する。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

１　市が旧釜石母子寮を解体し、その跡地を釜石市身体　
　障害者協議会に無償で貸与する。 23年度事業費積算根拠

旧釜石母子寮解体工事費
25,000円×849.49㎡×1.05＝22,299,112円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

１　旧釜石母子寮跡地に釜石市福祉作業所を建設することができる。

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

１　釜石市福祉作業所を改築し労働環境を改善することにより、働く意欲と作業能率が向上し、通所者の　
収入の増加につながる。

２　作業所の利用定員が増え、就労を希望する多くの障がい者の地域生活支援につながる。

３　車いす利用者がすれちがうスペースが確保されることから、複数の車いす利用者の受入れが可能　　
となる。

４　栄養に配慮した食事サービスの実施により、障がい者の健康管理が図られる。注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 旧釜石母子寮解体事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.1 0.1 1.0 人

0 0 707 707 7,076 千円

④事業費 0 0 22,300 22,300 千円

千円

県 千円

地方債 0 千円

その他 千円

一般財源 22,300 22,300 千円

0 0 23,007 707 29,376 千円

⑥受益者数 35 45 890 人

 657.3 15.7 33.0 千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値
30000 35000 40000

市民ニーズに合っているか ○
25 35 45

③実績値
28000

成果は高いか ○
25

93%     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

100%     

他のやり方を検討したか

成果を下げずにコスト削減したか

⑥目標値
34 33 42

税収増につながっているか
1 2 3

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか ○

     
％ 受益者が一部に偏っていないか

     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C
翌年度以降の評価とし実施しない。

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

旧釜石母子寮解体工事費
22,300千円

財
源
内
訳

国

⑤コスト③+④

Ｈ23年度の利用者実人員35人
Ｈ24～Ｈ42年度の利用者実人員
45人×19年＝855人

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

１　労働環境の改善による一月あたりの平均就労収入の向上

２　作業所の利用定員を増やすことによる就労者の増加

円
人

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

１　作業所で働いて収入を得て、自立した生活を送る障がい者の数

２　作業所が計画した訓練を積んだ上で、一般企業で働く障がい者の数

人
人

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

１　福祉作業所で働くことを希望
　する障がい者の願いをかなえ
　るため、新たな建設用地を確　
保して施設の規模を拡大する　
。

１　敷地面積
　　現在　321.8㎡
　　旧釜石母子寮跡地　　　　　　
　　　　　　1413.62㎡　

２　床面積
　　現在　139.13㎡　
　　改築後　415.01㎡（予定）

３　施設の利用定員　
　　現在　２５人
　　改築後　３５人　

　施設改築後は、授産作
業を福祉作業所で集約し
て行い、軽食喫茶をサテラ
イト方式で大町及び野田
町で行う予定。地域と障が
い者が密着した形で事業
を展開していく。

　障がい者が働くことは、経済的自立
を達成する手段として、また自分らし
さを発揮できる重要な社会参加であ
り、障がい者の自立にとって不可欠
な要素である。
　当該事業は障がい者の自立を支援
する基盤整備を行うものであり、障が
いのある人もない人も共に働き生き
る社会、自立と共生の地域社会の構
築に向けた重要な施策であり、その
実現に取り組んでいきたい。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

障がい者の自立支援は必要で
あることから、事業主体の社会
福祉法人化等今後の状況を見
極めてから判断することし、今
回は実施しない。

翌年度以降の評価とし実施しな
い。

23年度事業であり、その時点で
判断することとし今回実施しな
い。



事業名 釜石市福祉作業所建設事業

ハード

整理番号 23-2

課名 地域福祉課

事務事業名 釜石市福祉作業所建設事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 3 項 1 目 6

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (2) ・ エ 福祉サービスの充実 ・ 障害者が自立して参加できるまちづくり

基本事業 ① 自立支援と社会参加の促進

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 個別計画 第２次釜石市障害者福祉計画

市長マニフェスト 障がい者の就労を支援

事業期間 平成 23 年度 ～ 平成 42 年度 事業主体 ＮＰＯ法人釜石市身体障害者協議会

総事業費 28,420 千円 事業地域 釜石市千鳥町

地域要望

　障がい者の就労支援事業を実施している釜石市身体障害者協議会　

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

19　負担金補助及び交付金

ＮＰＯ法人釜石市身体障害者協議会では、独立行政法人福祉医療機構から融資を受けた際の元金と利
息分の債務負担を要望している。

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　釜石市福祉作業所は昭和62年に建設した建物である。当時は作業種目をワカメの加工と製網の２種目としていたが、
採算性の重視と障がいの特性に対応した職種への転換を進め、現在は部品組立、贈答用食品へのシール貼り、カイロ
の箱詰め、キムチの製造、市の文書送達等を作業種目としている。また、建設当時は利用定員を20人としていたが、通
所を希望する障がい者が多いため、現在は35人の利用者がおり、施設が非常に手狭となっている。さらに、車椅子がす
れ違う通路が確保できないこと、トイレが男女共有であること、作業用の机で昼食を摂らなければならないことなど、施設
の改築が必要となっている。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　ＮＰＯ法人釜石市身体障害者協議会が新たに福祉作業所を建築し、利用者数の増加に対応した作業ス
ペースを確保する。また、厨房と食堂を設置して給食サービスを実施し、利用者の利便を図る。さらに、ト
イレを男女別に設置し、利用者のプライバシーに配慮する。このように施設環境を整えることにより就労意
欲が向上し、障がい者の自立した地域生活が充実する。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

１　ＮＰＯ法人釜石市身体障害者協議会が、社会福祉法　
　人としての認可を受けた上で、国庫補助事業（国1/2、県
　4/1補助）を活用し、総事業費100,000千円で旧釜石母　
　子寮跡地に釜石市福祉作業所を建設する。

２　釜石市福祉作業所建設に係る釜石市身体障害者協
　議会の負担は総事業費の1/4となる。同協議会では、独
　立行政法人福祉医療機構から融資を受けて、この自己
　負担金の財源とする予定であるが、この融資に際して、
　市に債務負担を求めたいとしている。この意向を受けて、
　市が融資額の債務負担を行おうとするものである。

23年度事業費積算根拠

建設資金借入金償還費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,250,000円　

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

１　通所する障がい者の人数に応じた作業スペースと、車椅子で移動できる通路が確保され、労働環境
　が改善する。　

２　男女別にトイレが設置され、プライバシーが保たれる。

３　食事サービスを提供することにより通所者の栄養管理ができる。

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

１　労働環境の改善により、働く意欲と作業能率が向上し、通所者の収入の増加につながる。
２　作業所の利用定員が増え、就労を希望する多くの障がい者の地域生活支援につながる。
３　車いす利用者がすれちがうスペースが確保されることから、複数の車いす利用者の受入れが可能　
　となる。
４　栄養に配慮した食事サービスの実施により、障がい者の健康管理が図られる。

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 釜石市福祉作業所建設事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.1 0.1 1.0 人

0 0 707 707 7,076 千円

④事業費 0 0 1,250 1,250 28,420 千円

千円

県 千円

地方債 0 千円

その他 千円

一般財源 1,250 1,250 28,420 千円

0 0 1,957 1,957 35,496 千円

⑥受益者数 35 45 890 人

 55.9 43.4 39.8 千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値
30000 35000 40000

市民ニーズに合っているか ○
25 35 45

③実績値
28000

成果は高いか ○
25

93%     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

100%     

他のやり方を検討したか

成果を下げずにコスト削減したか

⑥目標値
34 33 42

税収増につながっているか
1 2 3

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか ○

     
％ 受益者が一部に偏っていないか

     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 Ｃ 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

建設資金借入金償還費補助金
28,420千円（Ｈ23～Ｈ42年度）

財
源
内
訳

国

⑤コスト③+④

Ｈ23年度の受益者35人
Ｈ24～Ｈ42年度の受益者
45人×19年＝855人

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

１　労働環境の改善による一月あたりの平均就労収入の向上

２　作業所の利用定員を増やすことによる就労者の増加

円
人

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

１　作業所で働いて収入を得て、自立した生活を送る障がい者の数

２　作業所が計画した訓練を積んだ上で、一般企業で働く障がい者の数

人
人

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

１　作業所が手狭なため２箇所
　に分散して実施している作業　
を、施設改築により1箇所で行　
い、業務の効率化を図る。

１　１箇所で作業することによる
　送迎業務の効率化
　　・運転業務人員５人→４人

２　キムチ製造現場と受注現場
　の統合
　　・製造と受注の個別管理→　
　　　製造と受注の一括管理
　　
　　

　福祉作業所の作業は、
主に一般企業からの業務
請負によって成り立ってい
る。
　そのため、福祉作業所、
行政関係者及び企業が密
接に連携して福祉作業所
の運営安定化を図るととも
に、福祉作業所での経験
を生かし一般企業で就労
する障がい者の拡大を図
る。

　障がい者が働くことは、経済的自立
を達成する手段として、また自分らし
さを発揮できる重要な社会参加であ
り、障がい者の自立にとって不可欠
な要素である。
　当該事業は障がい者の自立を支援
する基盤整備を行うものであり、障が
いのある人もない人も共に働き生き
る社会、自立と共生の地域社会の構
築に向けた重要な施策であり、その
実現に取り組んでいきたい。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

　障がい者の自立支援は必要
であることから、事業主体の社
会福祉法人化等今後の状況を
見極めてから判断することとし、
今回は実施しない。

翌年度以降の評価とし実施しな
い。

翌年度以降の評価とし実施しな
い。

23年度事業であり、その時点で
判断することとし、今回実施しな
い。



事業名 チリ地震津波５０年記念事業

ソフト

整理番号 22-2

課名 防災課

事務事業名 チリ地震津波５０年記念事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 2 項 1 目 13

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (3) ・ ア 生活の安全確保 ・ 災害に強いまちづくり

基本事業 ② 防災意識の高揚

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 防　災 個別計画 釜石市地域防災計画

市長マニフェスト 防災意識を高める

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 22 年度 事業主体 釜石市

総事業費 1,000 千円 事業地域 沿岸部

地域要望

沿岸部地区住民

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

11.需用費
12.役務費
14.使用料及び賃借料

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　宮城県沖地震の発生確率が今後30年以内に99％、10年以内でも70％と想定されており、地震発生に伴
う大津波の襲来により大規模な被害を被る可能性があることから沿岸部の市民は不安を抱えて生活して
いる。
　しかし、大規模な津波による被害を受けた「チリ地震津波」を最後に岩手県沿岸では現在まで大津波に
よる被害を受けておらず津波に対する認識の低下や避難率の低下を招いている。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　「チリ地震津波」が発生してから平成22年5月でちょうど50年の節目にあたることから、津波避難訓練やフ
ォーラム等を通して、津波災害の歴史の風化を防ぎ、津波への備えを再認識してもらう。
　

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　多くの人に参加してもらえるよう、例年冬季に実施してい
る津波避難訓練を「チリ地震」の起こった5月に実施する。
　加えて、最近の津波に関する研究の成果等をフォーラム
等を実施することで市民にお知らせし津波への備えを再認
識してもらう。

22年度事業費積算根拠

津波避難訓練　500千円
フォーラム開催　500千円

　　　　　　　合計　　1,000千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

津波避難率が向上する。
　津波避難訓練参加者数　2,500人　⇒　4,000人

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

津波災害から人的被害が軽減される。
　人的被害予測人数　死者137人（想定）　⇒　0人

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 チリ地震津波５０年記念事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.2 0.2 人

0 1,415 0 0 1,415 千円

④事業費 0 1,000 0 0 1,000 千円

千円

県 500 500 千円

地方債 0 千円

その他 千円

一般財源 500 500 千円

0 2,415 0 0 2,415 千円

⑥受益者数 20,030 20,030 人

0.1   0.1 千円

現状 単位 項　　　　　　目

津波避難訓練参加者数
目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

人

市民ニーズに合っているか ○
2500 2500 3000 4000 4000

③実績値 成果は高いか ○
2507 2500

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

100% 100%    

人的被害予測人数
他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
人

税収増につながっているか
137 137 100 50 30

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか

     
％ 受益者が一部に偏っていないか ○

     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

市町村総合補助金（50%）

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　岩手県では、チリ地震50年の
記念事業として津波避難訓練や
フォーラム等の開催について市
町村の意向調査を行っており、
当市でも沖合いGPS波浪計等
の津波予報への活用など最新
の技術研究の市民提供や避難
訓練の実施などを検討している
。

　例年実施している津波避難訓
練との違いを明確化する必要が
ある。

　市と自主防災組織の連
携により実施することで、
自助・共助、公助の協動が
図られる。

　チリ地震は典型的な無感地震によ
る津波災害であり、この災害の教訓
を忘れることなく後世に語り継いでい
く必要があることから必要な事業と判
断される。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

津波災害に対する意識の高揚
を図ることは必要であるが、事
業内容の見直しが必要と判断し
実施しない。

事業を実施することについて、
あまり必要性を感じない。

事業内容の見直しが必要である
との判断から実施しない。

津波災害に対する意識の高揚、
情報の提供は必要と感じるが、
事業内容の見直しが必要と判
断し実施しない。



事業名 みんなでつくろう！洪水・土砂災害ハザードマップ作成事業

ソフト

整理番号 22-3

課名 防災課

事務事業名 みんなでつくろう！洪水・土砂災害ハザードマップ作成事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 2 項 1 目 13

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (3) ・ ア 生活の安全確保 ・ 災害に強いまちづくり

基本事業 ② 防災意識の高揚

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 防 災 個別計画 釜石市地域防災計画

市長マニフェスト 防災意識を高める

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 22 年度 事業主体 釜石市

総事業費 10,000 千円 事業地域 市内全域

地域要望

釜石市民

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

11.需用費
12.役務費
13.委託料
14.使用料及び賃借料

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　平成17年の水防法及び土砂災害防止法の改正により、市は洪水及び土砂災害ハザードマップを作成し
、市民に公表することが義務づけられた。現在、当市では洪水、土砂災害、内水等の風水害にかかわる
ハザードマップの作成、公表をしていないことから、総合的な災害情報を盛り込んだハザードマップを作成
し、経費節減を図りつつ市民に情報提供し、被災を最小限に止める必要がある。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　県の浸水想定区域及び土砂災害警戒区域などの情報に加え、地域の災害履歴等を共有するため、GIS
システムを活用し、ワークショップ形式によりハザードマップを作成し配布することにより、自分の住む地域
がどんな災害に見舞われるのか、災害に応じてどこに避難すればいいのかをインターネットや紙媒体でわ
かりやすく提供することができる。この結果、住民は地域の実状をより把握することが可能となり、万一の
災害時に早期避難ができる。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　システム構築及びワークショップによる災害情報の共有
を行う。
　

22年度事業費積算根拠

消耗品等　　500千円
ワークショップ等開催・GIS調査委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,000千円
通信運搬費　500千円
使用料及び賃借料　　1,000千円
（会場使用料、コピー使用料）

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

ハザードマップを作成することにより、危険箇所や避難場所等を理解する市民が増え、万一に備えること
ができ、早期避難が容易となる。
　　防災関連情報の理解度　　30％　⇒　100％

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

　ハザードマップを地域住民自らが作成することにより、自らの命は自ら守ることを意識付け、防災の基本
である自助・共助など防災意識が高揚し、自主防災組織の組織化につながる
　　自主防災組織率　約35.3％　⇒　約50％

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 みんなでつくろう！洪水・土砂災害ハザードマップ作成事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.3 0.3 人

0 2,122 0 0 2,122 千円

④事業費 0 10,000 0 0 10,000 千円

5,000 5,000 千円

県 千円

地方債 0 千円

その他 千円

一般財源 5,000 5,000 千円

0 12,122 0 0 12,122 千円

⑥受益者数 40,939 40,939 人

0.2   0.2 千円

現状 単位 項　　　　　　目

防災関連情報の理解度
目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

％

市民ニーズに合っているか ○
30 30 50 75 100

③実績値 成果は高いか ○
30 30

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

100% 100%    

自主防災組織率
他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
％

税収増につながっているか
35 35 40 45 50

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか
35 35
     

％ 受益者が一部に偏っていないか ○
100% 100%    

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国 地域活力基盤創造交付金（50％）

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　ハザードマップは紙ベースで
作成しているものが多いが、地
図情報の変更や対策実施、避
難場所等の変更に伴って変化し
ていくことから、電子情報化し、
管理することとした。

　GISシステムを活用した手法に
より、ハザードマップをリアルタ
イムで管理することができ、再
発行の際にもコスト縮減が可能
となる。

　防災関連情報を市民から
提供していただくことにより
、情報共有が図られ災害
時の避難行動に役立つと
考えられる。

　洪水、土砂災害ハザードマップは法
律で市町村に作成が義務付けられ、
早い時期に作成し市民に公表する必
要がある。本年7月に発生した山口県
での土砂災害でも見られるように市
町村が危険箇所を公表していなかっ
たために被害が拡大していることから
、ハザードマップの重要性が再認識
されているところである。早期避難に
よる人的被害の軽減のため必要な施
策である。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

ハザードマップ作成の必要性は
感じるものの、事業内容の熟度
を高める必要があると判断し実
施しない。

市内全域での実施は大変なこと
から、各生活応援センター単位
で住民が自主的に行うべき。

事業実施主体も含め、事業内容
の見直しが必要と判断し実施し
ない。

ハザードマップの重要性は認識
するが、事業内容の見直しが必
要と判断し実施しない。



事業名 市内災害危険箇所周知事業

ソフト

整理番号 22-4

課名 防災課

事務事業名 市内災害危険箇所周知事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 2 項 1 目 13

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (3) ・ ア 生活の安全確保 ・ 災害に強いまちづくり

基本事業 ② 防災意識の高揚

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 防  災 個別計画 釜石市地域防災計画

市長マニフェスト 防災意識を高める

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 22 年度 事業主体 釜石市

総事業費 500 千円 事業地域 市内全域

地域要望

釜石市民

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

11.需用費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　津波災害は、その被害の大きさから被害想定（浸水区域）について市民の関心や意識は比較的高いが
、洪水や土砂災害に対する災害危険箇所を認識していない。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　地域住民のワークショップにより作成された洪水・土砂災害ハザードマップを印刷し各世帯に配付するこ
とにより、地域内の災害危険箇所を認識してもらう。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　総合補助金を活用し、印刷物や周知看板等を作成し、配
付する。 22年度事業費積算根拠

看板作成費　200千円
印刷費　　　　300千円

　　　　　　　合　計　500千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

ハザードマップを作成することにより、危険箇所や避難場所等を理解する市民が増え、万一に備えること
ができ、早期避難が容易となる。
　　防災関連情報の理解度　　30％　⇒　100％

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

　ハザードマップを地域住民自らが作成することにより、自らの命は自ら守ることを意識付け、防災の基本
である自助・共助など防災意識が高揚し、自主防災組織の組織化につながる
　　自主防災組織率　約35.3％　⇒　約50％

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 市内災害危険箇所周知事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.3 0.3 人

0 2,122 0 0 2,122 千円

④事業費 0 500 0 0 500 千円

千円

県 250 250 千円

地方債 0 千円

その他 千円

一般財源 250 250 千円

0 2,622 0 0 2,622 千円

⑥受益者数 40,939 40,939 人

0.0   0.0 千円

現状 単位 項　　　　　　目

防災関連情報の理解度
目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

％

市民ニーズに合っているか ○
30 30 50 75 100

③実績値 成果は高いか ○
30 30

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

100% 100%    

自主防災組織率
他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
％

税収増につながっているか
35 35 40 45 50

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか
35 35
     

％ 受益者が一部に偏っていないか ○
100% 100%    

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 Ｃ 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

市町村総合補助金（50％）

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　市内の災害危険箇所は行政
内で認識しているものの市民周
知があまりされていなかった。
　近年の災害は予測が非常に
難しく、市民自らが危険箇所を
認識した上で避難行動を取るこ
とが求められている。

　行政による危険区域等指定に
係る住民説明会を実施している
ものの、その参加率が低く危険
箇所に居住している認識がない
ことから多くの市民に周知が必
要である。

　防災関連情報を市民から
提供していただくことにより
、情報共有が図られ災害
時の避難行動に役立つと
考えられる。

　市民に対し危険箇所を周知し、適
切な避難行動を取ってもらうことによ
り人的被害の軽減が図られると判断
されるため必要な施策である。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

洪水・土砂災害ハザードマップ
作成後の判断とするため、現時
点では実施しないと評価する。

市内全域での実施は大変なこと
から、各生活応援センター単位
で住民が自主的に行うべき。

災害危険箇所の周知は必要で
あるが、住民の自主的な活動支
援も含めてハザードマップの作
成方法から再検討すること。

危険箇所の周知は必要である
が、ハザードマップの作成方法
も含めて事業内容の見直しをす
ること。



事業名 公民館分館（木造避難者収容施設）耐震改修事業

ハード

整理番号 22-4

課名 生涯学習スポーツ課

事務事業名 公民館分館（木造避難者収容施設）耐震改修事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 10 項 6 目 2

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (3) ・ ア 生活の安全確保 ・ 災害に強いまちづくり

基本事業 ② 防災意識の高揚

重点施策 釜石市耐震改修促進計画

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 個別計画

市長マニフェスト 防災避難路を整備する

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 25 年度 事業主体 釜石市

総事業費 45,841 千円 事業地域

地域要望 大規模災害時に安心して避難できる場所の確保

被災者の一時受入れ先が確保され、市民が安心して暮らすことができる。

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・
細
節

15　工事請負費

市立公民館分館8箇所

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

市立公民館分館は釜石市地域防災計画にて指定されている避難者収容施設であるが、そのうち浜町分
館を除く8箇所が木造で昭和34年～50年に建設された施設であり、平成21年3月に都市計画課で実施した
耐震診断の結果、全てが「震度6強で倒壊する可能性が高い」であった。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

「釜石市耐震改修促進計画」では、「近い将来大地震が予測される中、市有建築物において、被災者の一
時受入れ先となる避難者収容施設の安全性の確保は喫緊の課題である」とされ、大規模災害時の市民
の安全確保のために、早急の耐震改修工事が必要である。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

平成21年3月に都市計画課から示された「木造避難者収容
施設の耐震診断の実施結果」の補強計画に基づき、基礎・
屋根・壁・軸組み・筋交い接合部・柱・床・その他の指摘個
所を改修する。（年次計画で２館ずつ改修）

平成22年度　中村分館・横内分館
平成23年度　川目分館・野田団地分館
平成24年度　砂子渡分館・室浜分館
平成25年度　仮宿分館・向定内分館

22年度事業費積算根拠

工事請負費　　　45,841千円

平成22年度　　20,906千円
平成23年度　　14,165千円
平成24年度　　10,768千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

市民

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

・市長マニフェストにある「防災意識を高める・ 防災避難路を整備する・ 住宅の耐震診断と改
修を進める」の目標達成
・市民の安心と安全確保

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 公民館分館（木造避難者収容施設）耐震改修事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.2 0.2 0.2 0.2 人

0 1,415 1,415 1,415 1,415 千円

④事業費 20,906 14,167 10,768 45,841 千円

千円

県 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 20,906 14,167 10,768 45,841 千円

0 22,321 15,582 12,183 47,256 千円

⑥受益者数 400 400 400 400 人

55.8 38.9 30.4 118.1 千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値
400 400 400

人

市民ニーズに合っているか ○

③実績値 成果は高いか ○

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

     

他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
人

税収増につながっているか

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか

     
％ 受益者が一部に偏っていないか ○

     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

⑤コスト③+④

対象地域避難者想定人数
200人×2箇所＝400人

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

大災害時避難者数　200人×2箇所＝400人（年２館ずつ改修として）

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

対象地域避難者想定人数（ただし、大規模災害が発生しないと人数は把
握不可）

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

市立公民館分館は釜石市地域防災
計画にて指定されている避難者収容
施設であるが、そのうち浜町分館を
除く8箇所が木造で昭和34年～50年
に建設された施設であり、平成21年3
月に都市計画課で実施した耐震診
断の結果、全てが「震度6強で倒壊
する可能性が高い」であった。「釜石
市耐震改修促進計画」では、「近い
将来大地震が予測される中、市有建
築物において、被災者の一時受入れ
先となる避難者収容施設の安全性
の確保は喫緊の課題である」とされ
、大規模災害時の市民の安全確保
のために、早急の耐震改修工事が
必要である。

大規模改修は予算的に難しいと
判断されるため、とりあえず耐
震改修により倒壊の危険は無く
なり、市民の避難場所が確保さ
れる。

　近い将来必ずやってくるといわれて
いる大地震等の大規模災害の避難
場所として、市民安全の確保の面か
らも、ぜひとも必要と考えられる。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

耐震化の必要性は認めるが、
市の木造避難者収容施設全般
について、耐震化への対応、施
設としてのあり方に検討を要す
るため、今回実施しない。

避難者収容施設として耐震化は
必要と思われるが、施設全般に
おける分館としての費用対効果
、優先度を勘案し実施しない。

市の木造避難者収容施設全般
における分館としての費用対効
果、優先度を勘案し実施しない
。

市の木造避難者収容施設全般
における分館としての費用対効
果、優先度を勘案し実施しない
。



事業名 防災行政無線難聴地域解消事業

ハード

整理番号 22-6

課名 防災課

事務事業名 防災行政無線難聴地域解消事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 2 項 1 目 13

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (3) ・ ア 生活の安全確保 ・ 災害に強いまちづくり

基本事業 ③ 防災機能の充実

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 防  災 個別計画 釜石市地域防災計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 22 年度 事業主体 釜石市

総事業費 72,262 千円 事業地域 釜石市内

地域要望

大橋地区住民

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

15.工事請負費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　　防災行政無線は昭和58年に整備され、平成9年まで設備の拡充を行い防災行政情報の提供に努めて
きた。しかし、設置から25年が経過し、設備の部品等の調達が困難となっているほか設備の老朽化により
難聴地域が拡大傾向にあり、大雨・洪水や地震・津波に際して、避難行動に支障が生じ、人的被害の拡
大が懸念される。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　　地域情報化基盤整備推進交付金を活用して整備される有線ネットワーク網を活用し、特に難聴の著し
い大橋地区の屋外拡声設備の改修を行い難聴地域を解消する。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　　市役所第1庁舎に設置している同報系操作卓を一部改
修し、デジタル無線機を新設することにより有線ネットワー
クと連携した情報網を構築する。

22年度事業費積算根拠

工事請負費
　親局設備改修　13,000千円
　告知放送センター設備　36,113千円
　ＳＢＮまでの有線配線　23,149千円

　　　　　　　　　　　合計　72,262千円　　

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

難聴地域が解消される。
　難聴地区数　11地区　⇒　10地区

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

防災行政無線の健全化が図られる。
　健全な屋外拡声子局数　　95箇所　　⇒　　96箇所

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 防災行政無線難聴地域解消事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.3 0.3 人

0 2,122 0 0 2,122 千円

④事業費 0 72,262 0 0 72,262 千円

千円

県 千円

地方債 65,000 65,000 千円

その他 千円

一般財源 7,262 7,262 千円

0 74,384 0 0 74,384 千円

⑥受益者数 40,939 40,939 人

1.8   1.8 千円

現状 単位 項　　　　　　目

防災行政無線難聴地区数
目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

箇所

市民ニーズに合っているか ○
11 11 10 9 8

③実績値 成果は高いか ○
11 11

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

100% 100%    

健全な屋外拡声子局数
他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
局

税収増につながっているか
95 96

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか

     
％ 受益者が一部に偏っていないか ○

     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

防災基盤整備事業債（90％）

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　防災行政無線のデジタル化は
高額の費用を要することから総
合計画の実施計画には採択さ
れてこなかった。
　しかしながら災害時の重要な
情報提供手段として位置づけら
れていることから改修を早期に
行う必要がある。

　既存のアナログ設備は既に製
造が中止されているため、故障
等の修理ができない状況となっ
ている。
　無線方式ではない有線方式と
混在したハイブリットシステムと
して地域情報通信基盤整備推
進交付金により整備される有線
設備を活用した情報網を構築す
る。

　防災情報は、行政と住民
相互の共有によって効果
を発揮するため、情報網の
構築することにより、決め
細やかな対応が可能とな
ることが期待される。

　防災行政無線は、市の重要な情報
伝達設備であり、引き続き運用してい
く必要がある。
　老朽化も著しく早期に整備する必要
がある。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

効率的な整備方法を検討する
必要性があることから実施しな
いと評価する。

地上デジタル放送難聴地域へ
の対応と合わせて実施すべき。

効率的な整備方法を検討する
必要があることから実施しない。

効率的な整備方法の検討が必
要と判断し、実施しない。



事業名 防災行政無線（同報系）デジタル化調査事業

ハード

整理番号 22-7

課名 防災課

事務事業名 防災行政無線（同報系）デジタル化調査事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 2 項 1 目 13

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (3) ・ ア 生活の安全確保 ・ 災害に強いまちづくり

基本事業 ③ 防災機能の充実

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 防　災 個別計画 釜石市地域防災計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 22 年度 事業主体 釜石市

総事業費 8,000 千円 事業地域 釜石市内

地域要望

釜石市民

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

13.委託料

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　　防災行政無線は昭和58年に整備され、平成9年まで設備の拡充を行い防災行政情報の提供に努めて
きた。しかし、設置から25年が経過し、設備の部品等の調達が困難となっているほか設備の老朽化により
難聴地域が拡大傾向にあることから国の方針に従い防災行政無線のデジタル化を進める必要がある。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　　防災行政無線（同報系）をデジタル化することにより、防災情報の決め細やかな提供やスポラディックE
層による電波の干渉を最小限にすることができ従来よりも音質の向上が図られることから難聴地域が解
消される。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　　防災行政無線（同報系）をデジタル化するための設備や
システム構成について検討するため調査を行う。 22年度事業費積算根拠

委託料　8,000千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

難聴地域が解消される。
　難聴地区数　11地区　⇒　0地区

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

防災行政無線の健全化が図られる。またデジタル化することにより屋外拡声子局の増設が可能となる。
　健全な屋外拡声子局数　　95箇所　　⇒　　125箇所

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 防災行政無線（同報系）デジタル化調査事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.3 0.3 人

0 2,122 0 0 2,122 千円

④事業費 0 8,000 0 0 8,000 千円

千円

県 千円

地方債 0 千円

その他 千円

一般財源 8,000 8,000 千円

0 10,122 0 0 10,122 千円

⑥受益者数 40,939 40,939 人

0.2   0.2 千円

現状 単位 項　　　　　　目

防災行政無線難聴地区数
目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

箇所

市民ニーズに合っているか ○
11 11 10 9 8

③実績値 成果は高いか ○
11 11

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

100% 100%    

健全な屋外拡声子局数
他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
局

税収増につながっているか
95 96 96 96 96

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか
95 96
     

％ 受益者が一部に偏っていないか ○
100% 100%    

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　防災行政無線の設備は、整備
後25年が経過し、部品等の調達
が困難になるなど設備の維持
管理を行えなくなってきている。

　国の土砂災害情報相互通報
システム整備事業を導入し、同
報系無線の操作卓の改修と移
動系無線のデジタル化を行い、
コストの縮減を図った。

　災害時の情報は地域の
自主防災組織や消防団か
ら寄せられるものが多いた
め、デジタル移動無線の配
備等を進めている。

　防災行政無線は、市の重要な情報
伝達設備であり、引き続き運用してい
く必要がある。
　老朽化も著しく早期に整備する必要
がある。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

防災行政無線設備の老朽化は
認めるが、将来のデジタル化移
行時期に対応することとし、緊
急度の観点から実施しない。

地上デジタル放送難聴地域へ
の対応と合わせて実施すべき。

今後のデジタル化への切替時
期に対応することとし、実施しな
い。

今後のデジタル化移行を視野に
入れ、効率的な整備方法の検
討が必要であるため実施しない
。



事業名 デジタル移動無線（橋野・唐丹）基地局整備事業

ハード

整理番号 22-9

課名 防災課

事務事業名 デジタル移動無線（橋野・唐丹）基地局整備事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 2 項 1 目 13

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (3) ・ ア 生活の安全確保 ・ 災害に強いまちづくり

基本事業 ③ 防災機能の充実

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 防　災 個別計画 釜石市地域防災計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 22 年度 事業主体 釜石市

総事業費 55,000 千円 事業地域 橋野地区、唐丹地区

地域要望

橋野地区及び唐丹地区住民

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

15.工事請負費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　デジタル移動無線システムは、平成18年度に土砂災害情報相互通報システム整備事業を導入し、地域
住民からの災害情報を収集することで、早期に避難勧告等の伝達に活かすことを目的として整備した。し
かし、橋野地区及び唐丹地区はエリア外となっており、災害時の情報共有手段がないことから、引き続き
通信可能なエリアとなるよう基地局等を整備していく必要がある。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　計画的に基地局を整備後、避難場所や自主防災組織、消防団等に無線機を配備し、情報収集体制を構
築し、災害への備えを万全にする。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　防災基盤整備事業債を活用し、計画的に基地局、無線機
の配備を進める。 22年度事業費積算根拠

工事請負費　55,000千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

デジタル移動無線の通話エリアの拡大が図られる。
　未通話エリアの解消　2地域　⇒　0地域
　　

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

情報収集能力が向上することにより、地域や避難所と市災害対策本部との情報を相互にやりとりでき、災
害対策をスムーズに行うことが出来る。
　避難場所等への無線機配備数　0箇所　⇒　120箇所

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 デジタル移動無線（橋野・唐丹）基地局整備事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.3 0.3 人

0 2,122 0 0 2,122 千円

④事業費 0 55,000 0 0 55,000 千円

千円

県 千円

地方債 49,500 49,500 千円

その他 千円

一般財源 5,500 5,500 千円

0 57,122 0 0 57,122 千円

⑥受益者数 3,453 3,453 人

16.5   16.5 千円

現状 単位 項　　　　　　目

未通話エリアの解消
目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

地域

市民ニーズに合っているか ○
2 2 0 0 0

③実績値 成果は高いか ○
2 2

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

100% 100%    

避難場所等への無線機配備数
他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
箇所

税収増につながっているか
5 10

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか

     
％ 受益者が一部に偏っていないか

     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

防災基盤整備事業債（90%）

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　デジタル移動無線システムは
、自主防災組織等に配備し、市
災害対策本部と相互に通信が
可能となるため、平成18年度に
土砂災害情報相互通報システ
ム整備事業を導入し整備した。
ただし、市内全てで通信エリア
が確保されておらず設備の拡充
が必要となっている。

　効果的な基地局等の配置によ
り、整備箇所を減らすことにより
維持コストの縮減に努められる
。

　自助・共助・公助の連携
した防災体制の確立が図
られる。

　災害時に行政と住民の相互の情報
共有を可能とするシステムとしてデジ
タル移動無線の果たす役割は重要で
ある。
　避難場所等への計画的な配備は重
要な施策である。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

デジタル化による基地局整備と
合わせ、効率的な整備方法等を
検討する必要性があり、実施し
ないと評価する。

効率的な整備方法を検討すべ
きとの判断から実施しない。

効率的な整備方法の検討が必
要と判断し実施しない。

効率的な整備方法の検討が必
要とのことから実施しないと評
価する。



事業名 海面監視カメラ更新事業

ハード

整理番号 22-10

課名 防災課

事務事業名 海面監視カメラ更新事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 2 項 1 目 13

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (3) ・ ア 生活の安全確保 ・ 災害に強いまちづくり

基本事業 ③ 防災機能の充実

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 防 災 個別計画 釜石市地域防災計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 22 年度 ～ 平成 22 年度 事業主体 釜石市

総事業費 838 千円 事業地域 釜石地域

地域要望

沿岸部住民

監視ができなくなっていた海面の監視活動が行えるようになる。

海面の監視活動により異常潮位や津波に関する防災情報を住民に決め細やかに提供できる。

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

15.工事請負費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　平成8年度にテレトピア計画の一環として整備した海面監視装置のカメラが経年劣化により故障しており
、適切な海面監視による津波や異常潮位の観測ができていない。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　カメラを更新することにより、津波や異常潮位が適切に観測されるようになり、津波や異常潮位の情報を
市民に提供できるようになる。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　制御装置等の既存で使用可能な設備はそのままにし、小
澤ビルに設置してある海面監視カメラのみ交換する。 22年度事業費積算根拠

工事請負費　838千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 海面監視カメラ更新事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.2 0.2 人

0 1,415 0 0 1,415 千円

④事業費 0 838 0 0 838 千円

千円

県 千円

地方債 0 千円

その他 千円

一般財源 838 838 千円

0 2,253 0 0 2,253 千円

⑥受益者数 40,939 40,939 人

0.0   0.0 千円

現状 単位 項　　　　　　目

海面監視可能数
目的が政策体系に結びつくか

住民の意見をふまえ、検討したか

税金投入がふさわしいか

②目標値

箇所

市民ニーズに合っているか
0 1

③実績値 成果は高いか
0

     
％ 成果を上げる工夫をしたか

     

防災情報提供数
他のやり方を検討したか

成果を下げずにコスト削減したか

⑥目標値 税収増につながっているか
0 2

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか

     
％ 受益者が一部に偏っていないか

     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　平成7年度から3ヵ年で整備し
た潮位観測システム、防災情報
提供システムは導入から10年が
経過し老朽化が著しかったため
、平成20年度にシステムを廃止
した。
　しかしながら海面監視カメラに
ついては、津波災害時の重要な
情報収集機能を果たしているこ
とから引き続き運用していく必要
がある。

　監視カメラは昼間用と夜間用
の２つのカメラを導入しており、
両方の機能を果たすカメラに更
新するには高額の費用を要する
ため、昼間用のカメラのみ更新
することとする。

　津波災害時は水門の閉
鎖を担当する消防団や町
内会、企業が海面の監視
を行っており、津波到達ま
での時間を考慮すると海
面監視行動は危険を伴う
ため、カメラによる監視活
動を行い水門閉鎖担当者
の安全を確保したい。

　海面監視カメラは津波監視の重要
な役割を担っており、国や県に対して
も情報提供を行っていることから引き
続き運用していく必要がある。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

防災施策の優先度・緊急度から
実施しない。

海面の状況を把握することは必
要だが、総合的な津波防災体
制を練る中で、再検討すべき。

防災施策の優先度・緊急度から
実施しない。

優先度・緊急度の観点から実施
しない。



事業名 防災行政無線（同報系）改修事業

ハード

整理番号 23-6

課名 防災課

事務事業名 防災行政無線（同報系）改修事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 2 項 1 目 13

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (3) ・ ア 生活の安全確保 ・ 災害に強いまちづくり

基本事業 ③ 防災機能の充実

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 防 災 個別計画 釜石市地域防災計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 23 年度 ～ 平成 24 年度 事業主体 釜石市

総事業費 20,000 千円 事業地域 釜石市内

地域要望

釜石市民

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

15.工事請負費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　　防災行政無線は昭和58年に整備され、平成9年まで設備の拡充を行い防災行政情報の提供に努めて
きた。しかし、設置から25年が経過し、設備の部品等の調達が困難となっているほか設備の老朽化により
難聴地域が拡大傾向にあることから国の方針に従い防災行政無線のデジタル化を進める必要がある。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　　防災行政無線（同報系）をデジタル化することにより、防災情報の決め細やかな提供やスポラディックE
層による電波の干渉を最小限にすることができ従来よりも音質の向上が図られることから難聴地域が解
消される。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　防災基盤整備事業債を活用し、地域情報通信基盤整備
事業により整備した市役所基地局から電波の届くエリア内
の屋外拡声子局を順次改修する。

22年度事業費積算根拠

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

難聴地域が解消される。
　難聴地区数　11地区　⇒　0地区

難聴地区：大橋地区、住吉地区、礼ヶ口地区、市街地（青葉通り周辺）、桜木町、小佐野町の一部、
　　　　　　　中妻町3丁目、平田の一部、駒木町、東前町、橋野町（青ノ木周辺）

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

防災行政無線の健全化が図られる。またデジタル化することにより屋外拡声子局の増設が可能となる。
　健全な屋外拡声子局数　　95箇所　　⇒　　125箇所

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 防災行政無線（同報系）改修事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.3 0.3 0.6 人

0 0 2,122 2,122 4,245 千円

④事業費 0 10,000 10,000 20,000 千円

千円

県 千円

地方債 9,000 9,000 18,000 千円

その他 千円

一般財源 1,000 1,000 2,000 千円

0 0 12,122 12,122 24,245 千円

⑥受益者数 40,939 40,939 40,939 人

 0.2 0.2 0.5 千円

現状 単位 項　　　　　　目

防災行政無線難聴地区数
目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

箇所

市民ニーズに合っているか ○
11 11 10 9 8

③実績値 成果は高いか ○
11 11

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

100% 100%    

健全な屋外拡声子局数
他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
局

税収増につながっているか
95 96 96 96 96

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか
95 96
     

％ 受益者が一部に偏っていないか ○
100% 100%    

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

防災基盤整備事業債（90％）

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　防災行政無線の設備は、整備
後25年が経過し、部品等の調達
が困難になるなど設備の維持
管理を行えなくなってきている。

　国の土砂災害情報相互通報
システム整備事業を導入し、同
報系無線の操作卓の改修と移
動系無線のデジタル化を行い、
コストの縮減を図った。

　災害時の情報は地域の
自主防災組織や消防団か
ら寄せられるものが多いた
め、デジタル移動無線の配
備等を進めている。

　防災行政無線は、市の重要な情報
伝達設備であり、引き続き運用してい
く必要がある。
　老朽化も著しく早期に整備する必要
がある。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

設備の老朽化は認めるが、将
来のデジタル化移行時期に対
応することとし、緊急度の観点
から実施しない。

翌年度以降の評価とし実施しな
い。

23年度事業であり、その時期に
判断することとし実施しない。

23年度で評価することとし実施
しない。



事業名 デジタル移動無線（半固定、車載、携帯）購入事業

ハード

整理番号 23-7

課名 防災課

事務事業名 デジタル移動無線（半固定、車載、携帯）購入事業 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 2 項 1 目 13

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (3) ・ ア 生活の安全確保 ・ 災害に強いまちづくり

基本事業 ③ 防災機能の充実

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 防 災 個別計画 釜石市地域防災計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 23 年度 ～ 平成 24 年度 事業主体 釜石市

総事業費 10,000 千円 事業地域 釜石市内全域

地域要望

釜石市民

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

15.工事請負費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　デジタル移動無線システムは、平成18年度に土砂災害情報相互通報システム整備事業を導入し、地域
住民からの災害情報を収集することで、早期に避難勧告等の伝達に活かすことを目的として整備した。し
かし、橋野地区及び唐丹地区はエリア外となっており、災害時の情報共有手段がないことから、引き続き
通信可能なエリアとなるよう基地局等を整備していく必要がある。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　計画的に基地局を整備後、避難場所や自主防災組織、消防団等に無線機を配備し、情報収集体制を構
築し、災害への備えを万全にする。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　防災基盤整備事業債を活用し、計画的に基地局、無線機
の配備を進める。 22年度事業費積算根拠

・半固定　　2台×1000千円=2000千円
・車載　　 　3台×700千円=2100千円
・携帯　　 　2台×450千円=900千円

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

デジタル移動無線の通話エリアの拡大が図られる。
　未通話エリアの解消　2地域　⇒　0地域
　　

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

情報収集能力が向上することにより、地域や避難所と市災害対策本部との情報を相互にやりとりでき、災
害対策をスムーズに行うことが出来る。
　避難場所等への無線機配備数　0箇所　⇒　120箇所

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 デジタル移動無線（半固定、車載、携帯）購入事業

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.2 0.2 0.4 人

0 0 1,415 1,415 2,830 千円

④事業費 0 0 5,000 5,000 10,000 千円

千円

県 千円

地方債 4,500 4,500 9,000 千円

その他 千円

一般財源 500 500 1,000 千円

0 0 6,415 6,415 12,830 千円

⑥受益者数 40,939 40,939 40,939 人

 0.1 0.1 0.3 千円

現状 単位 項　　　　　　目

未通話エリアの解消
目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

地域

市民ニーズに合っているか ○
2 2 0 0 0

③実績値 成果は高いか ○
2 2

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

100% 100%    

避難場所等への無線機配備数
他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
箇所

税収増につながっているか
5 10

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか

     
％ 受益者が一部に偏っていないか

     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

防災基盤整備事業債（90%）

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　デジタル移動無線システムは
、自主防災組織等に配備し、市
災害対策本部と相互に通信が
可能となるため、平成18年度に
土砂災害情報相互通報システ
ム整備事業を導入し整備した。
ただし、市内全てで通信エリア
が確保されておらず設備の拡充
が必要となっている。

　効果的な基地局等の配置によ
り、整備箇所を減らすことにより
維持コストの縮減に努められる
。

　自助・共助・公助の連携
した防災体制の確立が図
られる。

　災害時に行政と住民の相互の情報
共有を可能とするシステムとしてデジ
タル移動無線の果たす役割は重要で
ある。
　避難場所等への計画的な配備は重
要な施策である。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

基地局整備後に実施すべき事
業であることから、現時点では
実施しないと判断する。

翌年度以降の評価とし実施しな
い。

基地局整備後の判断とし、実施
しないと評価する。

基地局整備後の判断とし、現時
点では実施しない。



事業名

ハード

整理番号 24-6

課名 防災課

事務事業名 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 2 項 1 目 13

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (3) ・ ア 生活の安全確保 ・ 災害に強いまちづくり

基本事業 ③ 防災機能の充実

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 防 災 個別計画 釜石市地域防災計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 24 年度 ～ 平成 24 年度 事業主体 釜石市

総事業費 20,000 千円 事業地域 釜石地域

地域要望

市第1庁舎非常用電源整備事業

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

市第1庁舎非常用電源整備事業

計
画
体
系

節
・細
節

15.工事請負費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

釜石市の災害対策機能を担う市庁舎は、非常用電源設備がないことから、新潟中越沖地震のような大規
模地震が発生した場合、災害対策本部の運用に支障が生じる。なお、市民への防災関連情報の提供を
行う防災行政無線やJ-ALERT、潮位観測システム、地震計等は無停電電源装置を備えているものの、停
電が長期化した場合、電源の供給が途絶え、市民への情報提供が行えない状態となる。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

災害対策本部の中枢となる市第１庁舎の２階部分に必要最小限の電源が供給されるよう発電機を設置し
、停電が長期化しても照明や防災行政無線、地震計、潮位観測装置等の防災システムなど市の災害対策
本部の機能を維持することができ、市民へ防災関連情報を的確かつ迅速に行えるようになる。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

市の災害対策本部で必要最小限の電気容量を3日間確保
可能な発電機を整備する。 22年度事業費積算根拠

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

災害対策本部職員（市第１庁舎２階の各部屋のみ）

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

大規模な地震発生等により、商業用電源の停電が発生しても、市庁舎の電源供給が維持され、災害対策
本部の機能が停滞することがなくなり、市民に安心感を与えることができる。

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

災害発生時における的確かつ迅速な情報伝達や防災関係機関等との情報共有が可能となり、災害対策
本部としての本来機能が維持される。

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.3 0.3 人

0 0 0 2,122 2,122 千円

④事業費 0 0 0 20,000 20,000 千円

千円

県 千円

地方債 15,000 15,000 千円

その他 千円

一般財源 5,000 5,000 千円

0 0 0 22,122 22,122 千円

⑥受益者数 人

    千円

現状 単位 項　　　　　　目

災害対策本部機能維持日数
目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか

税金投入がふさわしいか ○

②目標値

日

市民ニーズに合っているか ○
0 0 0 3

③実績値 成果は高いか ○

     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

     

災害対策本部機能停止日数の減少
他のやり方を検討したか ○

成果を下げずにコスト削減したか ○

⑥目標値
日

税収増につながっているか
3 3 3 3 1

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか
3
     

％ 受益者が一部に偏っていないか
100%     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

市第1庁舎非常用電源整備事業

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国

防災基盤整備事業債（75％）

⑤コスト③+④

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

④目標達成率③/②

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑦/⑥

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

平成15年に発生した三陸南地
震をはじめ、平成19年7月16日
の新潟県中越沖地震など大規
模な地震災害により災害対策本
部の機能停止が問題視されて
いる。

市の災害対策本部は市第１庁
舎の２階に機能が集中している
ことから、当該箇所の照明やコ
ンピュータ機器類の電源供給を
確保する。

自主防災への取り組みを
促すため、災害発生時に
市からの各種の情報等が
収集提供できる環境を構
築しておく必要がある。

　市庁舎２階は災害対策本部の中枢
となる箇所であり、防災行政無線を
はじめとする防災情報端末が設置さ
れていることから、非常用電源の設
置は重要である。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

平成24年度の事業計画であり、
その時期に状況判断することと
し、現時点での評価としては実
施しない。

翌年度以降の評価とし実施しな
い。

翌年度以降の評価とし実施しな
い。

24年度事業であり、その時点で
の評価とし実施しない。



事業名 中妻南地区コミュニティ消防センター建設事業

ハード

整理番号 23-3

課名 防災課

事務事業名 中妻南地区コミュニティ消防センター建設事業（消防団施設） 新規・継続 新規

総合計画 コード 名　　　　　　　称 会計 一般会計

基本目標 Ⅱ すべての人に優しい快適なまち 款 9 項 1 目 3

政策 1 健康で安心して暮らせるまちづくり

施策 (3) ・ ア 生活の安全確保 ・ 災害に強いまちづくり

基本事業 ③ 防災機能の充実

重点施策

優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 防　災 個別計画 釜石市地域防災計画

市長マニフェスト

事業期間 平成 23 年度 事業主体 釜石市

総事業費 20,300 千円 事業地域 中妻町南地区

地域要望 中妻町南地区地域住民から消防屯所の建て替えの要望あり。

２３年度事業費積算根拠

平成２３年度　～　消防団第２分団第２部、中妻南地区住民

事業計画書（平成22年度～平成24年度）

1　事務事業の概要

計
画
体
系

節
・細
節

13　委託料

15　工事請負費

　　　　現状・課題

　　市民は今どのよう
　　な状態で、何に困
　　っているのか

　施設の老朽化及び車庫・待機室が狭く、消防機材の搬入・保管に苦慮しているほか、避難所の一時的
な受入施設として、受入場所が無い。
　特に今後消防車両を更新した場合に、現在の車庫のでは車両が収まらない状態である。

　　　　　目　　的

　　課題を解決してど
　　のような状態に変
　　えたいのか

　施設を整備し、消防団・地域住民が一体となって災害のない町、災害に強い町づくりを目指し、さらに
は消防団員の士気の高揚及び迅速な出動体制を図る。
　また、各種災害時における避難者の一時的な受入れ施設として活用する。

　　　　　手　　段

　　どのような方法で、
　　何を行うのか

　防災基盤整備事業を導入し、消防団の各種災害に対応
する活動拠点施設として１階に防災資機材置場、２階に
団員の待機スペース、避難室と研修室を兼ねた施設を建
設する。
　施設の建設場所として同公園敷地内を予定。

平成２３年度　20,313千円≒20,300千円

本体工事　　　　　　　14,400千円
ホース乾燥塔　　　　　2,000千円
解体撤去費　　　　　　2,076千円
設計管理委託料　　1,293千円（7.00％）
事務費　　　　　　　　　　544千円（2.75％）
　

　　　　　対　　象

　 誰に対して行うのか

　　　　直接的変化

　　手段によりどのよ
　　うな直接的変化が
　　あるのか

　防災資機材置場等も広くなり、消防機器の運用訓練等が容易になることから迅速な出動体制が図ら
れ、災害発生時の被害を最小限に抑止することが出来る。

　　　　最終的成果

　　直接的変化により
　　総合計画の施策
　　がどう実現するか

　消防団の活動拠点として、団員相互及び地域住民との連携が図られるとともに初動体制の充実によ
り、災害に強いまちづくりにつながる。

注1:複数年にわたる事業については、全体計画、年次計画を別紙（様式は任意）で添付のこと。



事業名 中妻南地区コミュニティ消防センター建設事業（消防団施設）

全体計画 単位 補助･地方債･その他の名称等

①平均給与年額 7,076 7,076 7,076 7,076 7,076 千円

②必要人員 0.0 0.3 0.0 人

0 0 2,122 0 0 千円

④事業費 0 0 20,300 0 千円

0 9,135 千円

県 千円

地方債 0 0 千円

その他 千円

一般財源 0 11,165 千円

0 0 22,422 0 千円

⑥受益者数 0 3,059 人

 7.3  千円

現状 単位 項　　　　　　目

目的が政策体系に結びつくか ○

住民の意見をふまえ、検討したか ○

税金投入がふさわしいか ○

②目標値
10 10 10

件

市民ニーズに合っているか

③実績値
9

成果は高いか ○

109%     
％ 成果を上げる工夫をしたか ○

     

火災損害額の減少（千円）
他のやり方を検討したか

成果を下げずにコスト削減したか

⑥目標値
0

千円
税収増につながっているか

10000 10000 10000

⑦実績値 市民所得の向上に寄与しているか
123401

     
％ 受益者が一部に偏っていないか

8%     

検討経過・見直しの方向 改革・改善点 協働の視点

総務企画部長評価 C 市民評価 C 編成会議評価 C 市長評価 C

2　コスト

コスト/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

③人件費①×②

財
源
内
訳

国 地域住宅交付金（45％）

⑤コスト③+④

H21.6中妻南地区住民数

⑦1人当りｺｽﾄ⑤/⑥

3　事務事業の評価

指標/年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①直接的
変化指標

火災件数（現状は最近5年間の平均件数）

④目標達成率②/③

⑤最終的
成果指標

⑧目標達成率⑥/⑦

4　事務事業の改善点

課長ｺﾒﾝﾄ（評価、PRなど）

　施設の老朽化及び狭隘化の
著しい施設を消防機械・資機材
等の管理並びに環境面を考慮
し、地域の防災拠点施設となる
ように計画した。

　消防団の活動拠点施設として
の防災資機材置場、団員の待
機スペースの他に各種災害時
における避難者の一時的な受
入れ施設とする。

　消防団の活動拠点とし
て、また、避難者の一時
的な受入施設とすること
は、消防団と地域住民が
一体となり地域防災につ
いて理解し、自主防災意
識の高揚になる。

　消防団活動は地域における住民の
安全確保に重要な役割を果たしてい
るが、その活動拠点としてのコミュニ
ティ消防センターの整備は不可欠要
素である。

※総合評価〔Ａ：新規実施　・　B：継続実施　・　C：実施しない〕

設置場所・分団統合などを含め
て、見直し・検討が必要であると
の判断から、翌年度以降の評価
とし実施しない。

分団統合も含めて検討が必要
であることから、翌年度以降の
評価とし実施しない。

近隣の類似施設、分団統合等、
昨年度評価同様、検討を要する
との判断から実施しない。

昨年度評価同様、近隣類似施
設が現存する状況下での整備
の必要性、分団統合等について
検討を要するとの判断から実施
しない。
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